The revised tentative plan of the Public Records Management Act. by Koike, Seiichi
広島大学文書館紀要　第21号（2019年）
― 1―
論
　　
文公文書管理法修正試案再考
小
　　
池
　　
聖
　　
一
はじめに　
公文書等の管理に関する法律（平成二一年、法律第六六号、以下、
公文書管理法と略記）の最大眼目は、公文書の統一的管理である。統一的管理とは、公文書を「現用」 「非現用」の区別なく管理することである。 「現用」にあっては、政策立案の過程を的確に残して、組織共用文書ファイル して綴ることで先例として執務の参考 資する。保存期限が超過し、 「非現用」となった後も、 執務参考に資すると共に、「特定」公文書として一般市民に公開されて行政に対する「検証」に使用される。重要なことは 現用」 「非現用」にかかわらず、政策過程を再現でき、また、事実を証明するに充分な組織共 文書ファイルが作られ、保管され、後に国民の「検証」 利用されることである。このために、公文書管理法で統一的管理が必要とされたの ある。　
しかし、消えた年金問題、作成されなかった議事録、自衛隊日報問
題に森友・加計問題…、公文書・行政 をめぐる不祥事が、公文書管理法があるにも関わらず続発している。
　
公文書管理法が、このような不祥事を防げなかったのは「なぜか」 、
また、今後、このような不祥事の再発を防ぐには「何が必要か」 、議論はここに集中している。そして、与党（自由民主党と公明党）は、その一つの答えとして、平成三〇年（二〇一八年）七月六日付で与党公文書管理の改革 関するワーキングチーム「公文書管理の改革に関する最終報告」を明らかに いる
（１）
。
　
本最終報告の分析は、次章に譲るが、その内容は、漸進的かつ暫定
的なもので、抜本的な改革とはなっていない　
改めて、公文書管理法第一条（目的）では、
　（目的）　　
 第一条
　
この法律は、国及び独立行政法人等の諸活動や歴史的事
実の記録である公文書等が、健全な民主主義の根幹を支える国民共有の知的資源として、主権者である国 が 体的に利用し得ものであることにかんがみ 国民主権の理念にのっとり、公文書等の管理に関する基本的事項を定めること等により、行政文書等の適正な 、 歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図り、 もっ
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て行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、国及び独立 法人等の有するその諸活動を現在及び将来の国民 説明する責務が全うされるようにすることを目的とする。
とある。公文書が、 「国民共有の知的資源」であり、 重要なことは、 「国民が主体的に利用し得るもの」であり、 「行政文書等の適正な管理、歴史公文書等の適切な保存及び利用等を図り」 （これが公文書の統一的管理） 、 「行政が適正かつ効率的に運営されるようにするとともに、国及び独立行政法人 の有するその諸活動を現在及び将来の国民に説明する責務」としている。　
今日、問題は、 「歴史」が問題となっているのではなく、 「現在」が
問題となっている。 「現用」の 文書管理であり、その運営主体である行政機関が問題なのである。その意味で公文書管理を「歴史公文書等」と「将来の国民」に限定す のは、根本的 誤りであり、真の問題点をミスリードしかねない（してきた…
（２）
） 。何よりも、 現在の「行
政文書等の適正な管理」がなされ、 「行政が適正かつ効率的に運営されるようにする」必要がある。 なわち、国民・市民…「現在」の国民が公文書管理に求めているのは、 「説明する責務」についてなのである。　
この公文書管理問題には、三つの観点が存在している。一つは、情
報公開法とともに、国民の知る権利を拡大する方向性であ
（３）
。二つ目
は、 行政組織の政策立案に資し、 業務の合 化を促進す 方向である。文書行政などという言葉も造語されているが、公文書管理は、行政の一部として存在して るのであ 。三つ目が、それ 国立公文書館等
に移管され、公開されることによって「検証」の対象となることである。 この三番目の公文書管理において中核となるのが、 公文書館・アーカイブズなのである。　
本稿は、この三つの観点を統合しつつ、公文書管理法の改正とその
目標について考察を加えることを目的としている。具体的に、旧稿に（４）
、その後の公文書管理委員会での議論等を加味しつつ、新たな視角
から分析する。すなわち、 「国民共有 知 資源」を「国民が主体的に利用」する前提として「現在」 国民のために、特に、第二点の行政利用に資するものとしての公文書管理を中心に考察する。そして、公文書管理法の改正試案を再提示するとともに、その運営主体 ついても考察することとしたい。１
　
 「公文書管理の改革に関する最終報告」と野党提出改正案の問題点
　
１
－１
　
 与党公文書管理の改革に関するワーキングチーム「公文書管理の改革に関する最終報告」
　
自衛隊日報問題は稲田朋美防衛大臣の辞任につながり、森友・加計
問題は、 「忖度」の有無を含め、安倍晋三首相の責任問題ともなっている。このため、国会での議論は盛んであり、原因究明 ともに、再発防止の観点から、公文書管理法の改正 なかでも、不正行為 対る罰則化を一つの焦点としている。　
これは、消えた年金問題、自衛隊護衛艦の航海日誌誤廃棄問題を端
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緒として作られた公文書管理法にもかかわらず、行政文書をめぐる問題が続発 いるためである。法の改正と不正的行為は、イタチごっこの様相をしめしている め、追及する野党のみな 与党も、公文書管理法に基づく改革案の作成が急務とされた である。　
与党自由民主党・公明党は、元総務大臣、自民党代議士の新藤義孝
を座長とする公文書管理の改革に関するワーキングチームを発足させた（平成三〇年四月六日） 。同ワーキングチームは、平成三〇年四月二七日付で「公文書管理の改革に関する中間報告」を作成し
（５）
、七月六
日付で本最終報告をまとめている
（６）
。そして、同日、安倍晋三首相に申
し入れを行い、安倍首相も最終報告を受け入れ 。　
政府は、この最終報告にそって公文書管理改革をすすめている。政
府は、特定秘密保護のために設置された内閣府独立公文書管理監の権限を拡大し、そのもとに、各省庁の公 状況 監視する公文書監査室 平成三〇年九月三日に新設している（関係 僚会議決定は七月二〇日） 。　
その際、本最終報告の最初には、 「一連の問題に対する国民の不信・
疑念は未だ完全に払しょくされたとは言えず」とあり、政府に「真摯な説明と改革の断行」を求めている。　
しかし、野党案にもいえることであるが 最大の問題点は、ここに
ある。問題の震源地は、政府の中核である内閣官房 あり、そ 秘書官が公文書を残さなかったことも問題なのである。本来、公文書管理は、行政行為であり、政府を含む行政組織全体を対象としなければならない。その意味 、本ワーキングは、 「政 実施状況を厳しくフォ
ローアップする」としているが
（７）
、政府それ自体をも監視し、持続可能
な検証システムの構築へとつながる方向性を示しているとは必ずしも言え い。本ワーキングは、国民の不信に対して、早く対策を提示することに腐心して案を作ったため、暫定的・中間的な報告となっている。むしろ、立法府にある与党議員がワーキンググループを構成して原案を作成 ただけに、政府 も対象とするシステム構築への端緒なる報告書であっ のならば…、と考えている。　
そのうえで、本最終報告の要点は、次の二点である
（８）
。
　
①
 内閣府に政府ＣＲＯ（
C
hiefR
ecordO
ffi
cer ）を新設し、各府省
に対する調査・監督を行うとともに、各府省ＣＲＯを統率する。
　
②電子文書化を促進させ、効率的な文書管理を行う。
　
この二点に付随して、 「①」については、各府省にＣＲＯを設置し
て公文書管理の厳密化を行い、同時に公益通報制度の実効化を図る。そし 、政府ＣＲＯの指揮下に、権限 付したアーキビストを各府省に派遣。公文書管理の適正化を支援する仕組みを検討すると 、このため 、国立 館の体制を強化し、専門知識を集積させて、アーキビストを養成するとともに、その資格化を推進するとしている。また、不正防止に関する処分基準を人事院の懲戒処分指針に明記することを求めた。　
また、 「②」の電子化については、体系的・効率的な文書管理とし
てフォルダ管理・標準書式の作成等の各 省共通マニュアル化をすすめるとしている。電子化は、不正防止のための電子決裁システムの徹底化である。特定秘密保護法関係 ついては 積極的な情報提供に努
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めるとしている。　
確かに、現状の公文書管理法における主体は、内閣府公文書管理課
である。その結果として、公文書管理課の権限拡大を行い、公文書管理（行政文書管理）の厳密化を促進し、併せて国立公文書館のもとで派遣するアーキビスト養成 資格化を推進しようとすることは最もコストのかからないものと 解されたと考えられる。また、電子 化を推進することは、全体的な公文書管理の簡素化とともに、不正防止を図る意味で明示的であると考えたのであろう
（９）
。
　
１
－２
　
野党の公文書管理法改正案
　
一方で、野党も公文書管理法の改正案を国会に提出している。野党
側は、民主党政権時に、東日本大震災に対応する各会議において議事を作成していなかったという不祥事（議事録未作成問題 に学び、公文書管理法の改正案を出しつづけ、改正案の内容についても充実させてきた。国会には、民進党による平成二五年一一月一九日、第一八五回衆議院に、衆第一三号として「公文書等の管理に関する法律 一部を改正する法律案」を
）（1
（
、その後、平成三〇年五月一七日、第一九六回
衆議院に立憲民主、国民民主 自由、社民の四党と衆院会派「無所属の会」は、衆第四号として、公文書等の管理に関す 法律の一部改正に関する法律案を共同提出 いる
）（（
（
。
　
前者の案は、①閣議等の議事録作成を義務化し、②行政文書管理指
針を策定し、これをもって運用することを明記 ③公文書管理委員会委員の議会承認を明文化するものであった。
　
そして、選挙に伴い廃案となった前者に加えて後者の第一九六回衆
第四号「公文書等の管理に関する法律の一部改正に関する法律案」では、まず、第一に、行政文書 ついて、 「組織的に用いるもの」の要件を削除することによって、定義を拡大し、公務員等が作成した全ての文書 基本的に対象としている。その際、平成二九年一二月二六日の「行政文書の管理 関するガイドライン」改正でも、示唆されてたが、国会議員等からの個別的・具体的要求に も文書作成を義務付けるものであった。 二に、保存期限を厳密化し、国立公文書館等への移管を義務化することを特徴としている。そのうえで、行政書の電子決裁の義務化・厳密化を求めている。また 内閣府に公文書管理の監視する役職として「独立公文書監視官」を設け 立ち入り検査権限を与えるとしている
）（1
（
。
　
内容は、 決裁文書の改竄禁止を明記し、 罰則規定を設けたものであっ
た（同時に、会計検査院法及び予算執 職 責任 法律の一部を改正する法律案を提出し、会計検査院の権限強化を提案る） 。　
１
－３
　
与野党案の問題点
　
与野党案を比較しつつ、下記の諸点で両者は問題を有している。
　
第一に、森友・加計問題は 政府自体が問題である。財務省の決裁
文書書換えも問題であるが、国家意思決定過程で 「忖度」 問題視されている。その意味 、組織は、内閣府それ自体 査 権限を持ち、同時に、行政府にある政治家に対する監 も有す 権威あ
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る組織が必要であるが、与野党案ともに、内閣総理大臣の許に設置するとしている。この点、公文書管理委員会委員の議会承認を提案し、同時に会計検査院の強化を提案した の方が「独立性」という点では優れている。　
第二に、与党案では組織を急ごしらえで作ったものの、未だ、監査
内容等の業務内容が固まっていないことである。各省庁の行政文書管理の実態調査を行う段階である。加藤丈夫国立公文書館長は、専門家の養成を提案しているが、加藤館長自ら国立公文書館で対応可能としたのは一〇人程度にすぎない
）（1
（
。監査室の実態は、各省からの出向組に
よって構成されるのだが、財務省等の寄り合い所帯 り、統一感に乏しいものとなる。現状では 各府 庁における行政文書作成から保管に至る過程について調査を行うことしかな のではないだろうか
）（1
（
。
具体的な業務内容であるが、①行政文書ファイル管理簿管理による行政文書ファイルの監視（ファイル名のチェック、ライフサイクル 確認、延長の有無 ついての確認） 、②行政文書ファイル 保管状況監査（各府省の執務室キャビネット、書庫、中間書庫等における況調 ） 、③特定秘密行政文書ファイルの管理状況監 、現状では、この三点程度であろう。本格的に行政文書 統一的管理 き のであれば、④保存期限満了の行政文書ファイル 国立公文書館への移管および廃棄 決定、⑤保存期限延長の承認、所在 確認 ⑥監査 実施、が加わることとなる。また、電子 化を必須 す のであればアクセス権を確保し、文書作成の有無についても監査対象 す ことができよう。その際、公文書管理は 行政 一環であり、管理ととも
に評価の対象でもある。その意味で、電子文書化を促進させ、また、情報公開法、個人情報公開法等 情報法制整備の中心であった総務省行政管理局と、行政評価局を中核に据えるべきである。特に、近畿財務局のような地方部局も公文書管理の対象であり、組織的にも、現状の内閣府公文書管理課では対応できない。この点について、与党ワーキング案は自覚的であり、調整官庁 内閣府には限界があり、監査権限を付与して総務省行政管理局・行政評価局から、情報法制を中核とする監査機能を持った独立組織（記録管理局）を作るのが合理的ではないだろうか。特に、特定秘密保護法の関係が り、また 日本の情報関係機関との連動もあり、内閣府からも独立した機関化が必要であると考える。　
そして、第三に問題となるのは、対象となる公文書（行政文書）の
範囲である。公文書の作成過程では、当然、そのメモに至るまで職務上作成したものであり、公文書である。しかし れが、記録として保管対象となった時には、整理が必要である。アメリカ ハンギングホルダーシステムとは違い、一覧性を重視す 日本の簿冊・ファイル形態は、より整理されたものである。その際、会議録などは メモではなく、共用される公文書 して浄書・整理され べきである
）（1
（
。むし
ろ。代替案も含めた豊かな組織共用文書ファイル 作成が重要 のである。　
全体としての問題は、政治主導のもと官邸機能が肥大化したことで
あり、秘書官等が「忖度」とともに裁量権を拡大させていることにる。この活動に関する文書化が重要なのであり、国家意思決定プロセ
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スの検証が官邸機能の健全化という観点からも必要である。その意味で、彼らが個別的に所有する文書も、組織共用文書とし、また、彼らに執務日誌 記載を義務化するなど、裁量権に相応した責任を明確化すべきである。基本的に、国立公文書館ばかりがその規模・人数等について喧伝されているが、日本の官僚組織は、欧米諸国に比較すれば、業務内容に比して小さな政府となっている。このことが、日本官僚制において、文書と政策立案を担当する専門職 「官吏」 、それを政策決定システムにのせ、合意を調達し、実現をはか 「官僚」との役割分担によって合理的に運用されてきた。 文書主義を強要されるのは、「官吏」であるが、森友問題でみられたような決裁文書の書換えなどの運用を行うのは「官僚」であり、この両者間の問題を分けて考えなければならない（行政コストとリスクの問題についても真剣 再考べきである） 。そのうえで、 文書主義を後者 「官僚」 （特 官邸官僚）にも義務付け 方法が必要なのであり 彼らが職務にお て個別 所有する行政文書は、全て組織共用文書とし の行動・言動について検証可能とする文書の作成 る。これら つい は、国家機密にもかかわ こととなるため、その保管・管理は 機密性もっていなければならず、それだけに「捨てればよ 」 か、 「忘れればよい」に っては ない。このような国家意思決定、特定秘密を含むような機密度の高い案件の公文書管理について 、よ 機密保持に責任を有する者でなければなら 対象が政府内 治家にも及ぶと理解しているがゆえに、与野党の案ともに曖昧 し いるのではないだろうか。これでは、表層的に 、公文書管理が実現しても、
国家としての本質的な公文書管理は、機能しないのでないか、と考える。　
以上、三点の問題点を指摘したが、次章では、公文書管理委員会で
の議論を踏まえて、公文書管理法改正試案作成上の問題点について抽出することとしたい。２
　
公文書管理委員会の問題点
　
本章に関しては、本来、八点の論 が存在している。①理想と現実、
②立場の問題、③公文書管理法とガイドラインのどちらに問題があるのか、④公文書作成・保存と移管、⑤アーカイブズ 設置が促進されない理由 ⑥ 管理委員会、⑦国立公文書館および国立公文書館等、⑧公文書管理組織の問題等である。　
このうち、①の論点では、米国国立公文書館・記録管理庁（ＮＡＲ
Ａ）を理想として、現実を直視することなく、理想 の偏差で現実を裁断するような立場を採用していない。あくまでも現実・実態から出発し、いかに理想に近づけるか、と う点から叙述した。公文書管理委員会の議論では、アメリカだけをモデルとするのではなく、ひろくヨーロッパ 状況について改めて調査し
）（1
（
、日本に適応したモデルを探
しているように思える。問題は 現実 日本の 、なかんずく行政文書の実態との対話が必要なのであるが この点について 内閣府および公文書管理委員会は、未着手 状態である（今後、新しい組織において行われると思われるが…） 。
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基本的に、②は、利用者と、作成者の立場が想定されよう。筆者は、
歴史研究者として利用者であるが、前述した公文書管理問題に対する三つの方向性を統合する立場、より具体的には、当事者意識を有し、統一的管理を実施している実務 の立場から叙 。結果として本稿では、現在 利用者、ハードユーザーである研究者の立場を代弁ていない。③では、公文書管理法の基本精神を尊重し、発展させ、森友・加計問題等の事態に対応するためにも、改めて公文書管理法改正試案を作成した。④については、文書の未作成・ ざん等 文書の作成が問題である。文書の作成は、公文書管理法 あるごとく、義務であり、行政組織では基本的に文書が作成され 。そして、作成された文書が組織共用文書として行政文書ファイルに編纂されず されても国立公文書館に移管されず、廃棄されていることも問題なのである。⑤は、実態である。この点につ は、国立 館の改革を必然とし、また 日本のアーカイブズ全体にもかかわる問題であると理解してい ⑥については、 「①」 「②」を中心に問題が存在している。審議会議事録の「読み方」という点も含め 、 稿で分析した。以上の諸点の集約点として、⑦⑧の問題 存在する。国立公文書館については、紙幅の問題もあり、その実態と同館 の職務基準 に見られるアーキビスト問題と 合わせて他稿を期したい　
２
－１
　
公文書管理委員会にみる公文書管理法の問題点
　
公文書管理法では、公文書管理に関するコンプライアンスを確保す
るための仕組みとして法第二八条で公文書管理委員会 設置 規定さ
れた。　
この公文書管理委員会の第一回会議で、 蓮舫公文書管理担当大臣 （当
時）は、 「公文書というのは政策決定のまさに記録」であり、公文書管理法と 「取り扱う方々、職員の意識を向上 せる、これまでとは考え方を一変してい だきたいということと、今の国民のみならず、将来の国民に対してもきっちり 説明責任を果たすんだという意識を持って働いていただきたい」と述べて る
）（1
（
。民主党政権のもとで開始
された公文書管理委員会は、公務員制度改革の一環 して、国民に対する説明責任の観点が強調されて　
しかし、公文書管理委員会には、公文書を作成した経験を有する者
が含まれていない。現業との連関性が薄いのである。そして、 「特定歴史公文書」利用者中心に構成されたため、関心は国立公文書館等への移管と 開に偏するものとなった。公文書管理委員会には、作成から保存、移管・公開という公文書のライフサイクル全般を実際に経験した者がいないままに今日まで存在し いるのである。背景には、政治主導による公務員制度の改革があり、行政の合 化 資するといた行政機関の実態に沿った観点が欠如している である。これが 今日の続発する不祥事の原因の一つである。　
このような公文書管理委員会にあって議論された論点は、主に下記
の三点であった。
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２
－２
　
閣議・閣僚懇談会等、国家意思決定文書問題
　　
２
－２
－１
　
議事録未作成問題
　
問題となったのは、 「議事録未作成問題」に代表される国家意思決
定に関する文書を如何に残し、公開するか、という点であった。　
具体的に第一五回公文書管理委員会（平成二四年三月一九日）にお
いて、議事録作成にあたって発言者の明記については、明治憲法案審議や枢密院会議議事筆記録、終戦時の次官会議記録等に例を求め
）（1
（
、 「あ
る程度、事前に重要な会議の中の発言者名までちゃんと残していくというルールをつくっておくことが、やはり歴史を後世の歴史家が見るときの準備を、今の我々がしておかなければいけない」と述べられてい
た
）（1
（
。一方で、文書管理担当の岡田克也副総理（当時）は、 「公文書
管理法の運用そのものが十分になされ いる かどうか」 「公文書管理法の適用範囲」の二つ 問題点を提示するとともに、文書の作成について記した公文書管理法第四条の解釈・書き方を問題とした
）11
（
。
　
そして、公文書管理委員会では、 「議事録未作成問題」の原因分析
を通じて、国家意思決定の実態について委員自身 学んでいった
）1（
（
。そ
の際、議事録を作成すべき「歴史的な緊急事態」との判断基準については「一番最初に新たに会議を作ったときに、今 直面し いる 態が歴史的緊急事態かどうかということを判断す 基準という は、誰が決めるのでしょうか」との疑問がだされた
）11
（
。これに対する公文書管
理課の回答は「端的に申し上げます 、 大規模な災害と うことです」「更に踏み込んで申し上げますと、国民の多くが不安に思うような状況を指していると観念していただければと存じます。 」 「更に申し上げ
れば、災害の中には自然災害のほかにも、例えば人為的な事故もございまして それに起因する事案、災害に対応するため、国民の生命、身体、財産を防護するために取られる諸措置なども場合によっては含まれ得るということでございますけれども、基本的には今般の東日本大震災などのような自然災害を念頭 置いていただければと考えております。 」 など 曖昧なものであり、 その指定も 「観念」 なっ しまっていた
）11
（
。結局、 「歴史的緊急事態」については、 「公文書管理担当大臣
が閣議等の場で了解を得て判断をするということで、明確にいたしました」とされ の あった
）11
（
。そもそも、公文書管理委員会は、重要会
議について例外を設けることなく 議事録を残 方向性を指向していた。しか 、それは、重要な会議とは何かを公文書管理委員会が把握していなかったためでもあった
）11
（
。
　
結果として、平成二四年六月二〇日の公文書管理委員会委員懇談会
において、原案にあ 議事録を作成 る会議と作成し い会議について、意思決定型と事務事業型 いう類別がなさ ていた原案を、政策の決定又は了解を行う会議かどうか、という点で類別し、行政文書の管理に関するガイドラインの文書作成の義務等に加えることで委員全員 了解を受け、同年六月二九日、行政文書の管理 関す ガイドラインは改正されてい 。　　
２
－２
－２
　
閣議議事録
　
同時に、 「議事録未作成問題」は、閣議及び閣僚懇談会等で議事録
が作成されていない問題へと発展した。公文書管理委員会での論点整理をへて、平成二四年七月六日、 「閣議議事録等作成・公開制度検討
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チーム」 （内閣総理大臣決裁。座長は、共同として岡田副総理と藤村修官房長官（当時） ）が開催された。そして、平成二四年一〇月二四日に報告書「閣議等議事録作成・公開制度の方向性につい 」が
）11
（
、平
成二四年一一月二九日には、 「閣僚会議等の議事録等の作 ・公開について」が作成・決定されてい
る
）11
（
。 「閣議等議事録作成・公開制度の
方向性について」および「閣僚会議等の議事録等の作成・公開について」の最大ポイントは、閣議議事録等の作成・保存と、公開とを分けた点にある。そし 、前者については、 「閣議等議事録作成・公開制度の方向性について」の「１．議事録の作成義務」で次のように書かれた。　　
 （前略）意思決定に至る過程の記録としての議事録は、各種政策判断に当たっての参考資料として 「行政の適正かつ効率的な運営」に資するとともに、現在の国民への説明のためのバック・データとして、また、後世の国民が政策を検証するため 歴史資料として「現在及び将来の国民 説明する責務」を全うすることに すると考えられる。 （後略
）11
（
）
　
閣議議事録が第一に「各種政策判断に当たっての参考資料として、
まず 「行政の適正かつ効率的な運営」 に資する うえで重要であり 現在の国民への説明のためのバック・データ であることが確認された。そ うえで、 「作成から法律で定める一定期間を経過した時点で国立公文書館への移管を義務付け」 られ、 「国立公文書館へ 移管後は公文書管理法に基づき、一般 利用に供し、利用の促進を図 」こととされた
）11
（
。
　
これまで、国立公文書館の機能強化としては「公開」と「利用の促
進」 に重点が置かれていた。それが、 閣議が俎上にのぼったことで、 “作成・保存”と、 “移管・公開”の問題に分けて再整理され、 修正された。何よりも、閣議において議事録を作成していない「実態」 「現実」が基盤とされたのである。そして、 「閣僚会議等の議事録等の作成・公開について」では 「閣僚会議、省議などの閣僚を構成員として開催される政府の会議（以下「閣僚会議等」という。 ）は、閣 及び閣僚懇談会（以下「閣議等」という。 ）と同様に、政府における意思決定に至る過程として重要であり、公文書管理制度の目的に照らし 議事録等を作成し、保存していくことが必要と考えられる」と、より「政府における意思決定に至る過程 としての部分が強調さ た
）11
（
。そして、
「閣僚会議等は、法律上の設置根拠を有しないものも多く、また、閣議等と異なり、会議やその議事録を全 公開 開催されるものもあるなど運営方法も多様であるため、閣議等 同様の議事録作成・公開に係 法的措置を一律に適用す こ はできない
）1（
（
、法的措置
を講じる会議（ 「閣議」及び会議の構成員、性格、運営等に照らして閣議に準ず である 「閣僚懇談会」 ） 講じな 会議 （副大臣会議、国の安全 かかわる会議）に分けられた。　
なお、公開にあたっては、デジタル化してホームページ上で公開す
るなどにより利用の促進を図る」 された
）11
（
。そして、国立公文書館へ
の移管は、 「閣僚会議等の議事録等の作成・公開 ついて」 おい「公文書管理法施行令において閣僚会議や省議に係る文書の保存期間が一〇年とされていることから、この規定に基づいて、閣僚会議等
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議事録・議事概要は原則として作成から一〇年後に国立公文書館等に移管し、移管後は公文書管理法に基づいて一般の利用 供し、利用の促進を図ることとする」と、公開期限につ 具体化されている
）11
（
。
　
しかし、 「閣僚会議等の議事録等の作成・公開について」は、野田
佳彦内閣（当時）において閣議決定されることはなかった。そして、政権交代した安倍晋三自民党内 では、 「今の内閣のやり方の一つとして、事前に関係閣僚会合というのをやっていまして、そうし 中で、話をある程度詰めた上で、最終的に閣 決定をするというような方向で今私どもは物 を前に進めておりますので、そうしたこ も踏まえて、これはぜひ検討させていただきたい 思います」と うえ
で
）11
（
、
平成二六年四月二二日より、閣議議事録（閣議 閣僚懇談会）が公開された（平成二六年三月二八日 決定） 。　
この公開後の五月二九日に第三六回公文書管理委員会が開催され、
議題２「閣議等の議事の記録の作成及び公開について」として審議された
）11
（
。
　
第三六回公文書管理委員会では、 「議事の記録」の範囲が問題となっ
ており、 「 論の流れを正確に記録することへのバックアップというのでしょうか、記録を残す際の「マスト」 うだという要請、教育という言葉は悪いのですけれども、そういうものは今後少し必要となってくるので ないか」と 質問が、また 別個にメモが存在していることが指摘されている
）11
（
。これに対して、内閣府公文書管理課から
は、 「組織 して保存して るものが公文書」であるとし
て
）11
（
、メモは
廃棄の対象との意見が強く出されている。また、予定されていない議
事があった時の発言について、 閣僚確認が必要との意見が出されたが、官房長官判断に一任のうえ、 「個別に確認することもあり得る」とされたのであった
）11
（
。
　
現在、公開されている閣議の内容は、各省で作成されたものを閣僚
が読み上げ、合意をとりつけるだけのものである。公文書管理委員会は、国家意思決定過程 重視して議論を展開してきたが、結果として最高意思決定機関の空洞化 黙認 しまったともいえ のではないだろうか
）11
（
。
　
２
－３
　
歴史公文書」問題と評価・選別
　　
２
－３
－１
　「歴史公文書」という概念
　「歴史公文書」の問題は、現局にあたる省府庁等に、保存と廃棄にあたって「歴史」という言葉がもたらす特別な意味 つけ加え ことを強要してきた。それは、各省府庁に「歴史的」 文書 残し、それ以外 廃棄するという理由をあたえるようなものであった。森友問題における財務省保存期限一年未満として行政文書廃棄などは、まさしく 「歴史的」 ではない の認識がも にあったといえる。すなわち、 「歴史」的というのは、相当 重大事件であり、それ以外のものは、廃棄対象との認識をあたえたとい よいだろう。　特に「歴史公文書」という概念は、東日本大震災に際しての議事録
未作成問題によって、増幅され のではな だろうか　
平成二四年六月二九日、一部改正された「行政文書の管理 関する
ガイドライン」で、東日本大震災および福島第一原発事故のような緊
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急事態の公文書管理は、 「歴史的緊急事態」として、以下のように規定されている。　〈歴史的緊急事態に対応する会議等における記録の作成の確保〉　　
 ○国家・社会として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的な影響が大きく政府全体として対応し、その教訓が将来に生かされるようなもののうち、国民の生命、身体 財産に大規模かつ重大な被害が生じ、又は生じるおそれがある緊急事態（以下「歴史的緊急事態」という。 ）に政府全体として対応する会議その他の会合（第三及び第八の留意事項において「会議等」という。 ） ついては、将来の教訓 して極めて重要であり、以下の おり、会議等の性格に応じて記録を作成するものとする。
　　
 なお、 個別の事 が歴史的緊急事態に該当するか否かについては、公文書管理を担当する大臣が閣議等の場で了解を得て判断する
）11
（
。
　
この規定には、本来、政府の危機管理能力を向上させるために必要
かつ重要な公文書が作られなかったという点が閑却されている。問題は、 「将来の教訓」 とされ、 現実の責任は回避されたものとなっている。平成三〇年の今日においても福島第一原発事故の傷跡 癒えないなかで、東日本大震災は、 「歴史的緊急事態」という語句の「歴史」とう言葉によってすり替え 過去のものと言うのであろうか。　
同時に、 「歴史公文書」問題とは、その曖昧な定義とともに、何を
残して国立公文書館に移管し、何を廃棄する か、という評価・選別とも密接にかかわる問題である。　
公文書管理委員会創設以来、同委員会では、 「歴史公文書」という
言葉にこだわってきた。評価選別における主導権という点からも、公文書管理委員会の歴史研究者等や、国立公文書館側は「歴史」という語句にこだわってきた。しかし、国立公文書館への移管 、低い程度にとどまっており、また、現用記録段階における「公文書問題」を続発させる一因ともなっているのである。　　
２
－３
－２
　
公文書管理法見直し時の「歴史公文書」
　
この「歴史公文書」の問題点は、公文書管理法制定時からの問題で
あったが
）1（
（
、公文書管理法施行後五年の見直しにあたり、改めて「歴史
公文書等の評価選別基準及び廃棄の手続」がとりあげられた（第四七回公文書管理委員会、平成二七年一二月二四日） 。　
この、第四七回公文書管理委員会で「事務完結後五年で行政機関が
一次的な評価を行い、二五年後に国立公文書館も含め 二次的な評価を行う。一次的な評価は行政運営上の利用価値、二次的な評価は加えて調査研究上の価値ということで、リサーチバリューと言うそうですけれども、そ いった観点から評価選別を行ってきている」というイギリスの例が事務方から紹介されている
）11
（
。
　
しかし、公文書管理委員会では、行政機関の選別に対して「プロセ
スをトレースできるような文書が残されて るかどうかということの確認」が必要であ
り
）11
（
、その確認する者を、 「一つのユーザーとしてそ
ういう歴史研究者なり政策研究者」を昭和財政史、産業 策史といった年史編纂事業に引き付けて設定する意見がだされ
た
）11
（
。それを、 「巨
視的な評価の指標を検証して見直し又は追加していくことが必要」と補強するかのような意見も出されていた
）11
（
。
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すなわち、公文書管理委員会では、行政的な価値としての一次選別
に対して無理解であり、公文書館による（二次）選別、 「特定歴史公文書」化にのみ関心を持っていた。保坂裕興委員（学習院大学教授）が提唱する「評価選別委員会」も、一次選別に関係がないものであり
）11
（
、現用記録の公文書管理に射程が届くものではない（この点、三宅
弘委員 弁護士）は、現用記録段階で組織共用文書ファイルとしてまとめ方を問題としていた） 。　
このような公文書管理委員会に影響を与えたのが、平成二七年一二
月四日の第四六回公文書管理委員会における「有識者」達であった。　「有識者」は、国立公文書館の目録整備と内閣関係公文書（内閣法制局）の移管を取り上げ、 研究の進展に寄与した点、 方法論として「史料学」の立場から原本利用の価値と、公文書利用における意思決定過程の重要性を述べていた
）11
（
。また、公開審査基準を問題として「歴史公
文書に関しては異なる審査プロセスが必要」 述べていた
）11
（
。
　
基本的に、彼等「有識者」は、 「特定歴史公文書」 利用者であり
その充実という観点から発言していた。公文書管理法は、統一的管理を前提としながらも、現用記録に対しては、具体的な提言 少なかったのである。　
結果として作成された「公文書管理法施行５年後見直しに関する検
討報告書」 （平成二八年三月二三日） 、 「政府において具体的な措置が講じられることが期待される」に留まるも であったが、 「公文書を利用する研究者等 知見・協力も得ながら検討すべき」が示された。その内容は、現用非現用を通じた公文書 統一的管理を標榜しな
がら、現用記録については、基本的に言及のないものであった
）11
（
。
　　
２
－３
－３
　「行政文書の管理に関するガイドライン」見直し
　
このような現用記録に対して公文書管理委委員会が対応できないな
か、自衛隊日報問題、森友・加計問題等が続発した。このため、公文書管理法の五年の見直しにともなう、 「行政文書の管理に関するガイドライン」見直しにおいて、 「歴史」公文書の定義が改めて問題となった。平成二九年七月七日の第五五回公文書管理委員会で、内閣府側から、次のような方向性が示された
）11
（
。
　
見直しの方向性について
　【Ⅰ】
 国の機関及び独立行政法人等の組織及び機能並びに政策の検討過程、決定、実施及び実績に関する重要な情報が記録された文書（※例えば「当該文書を参照することで、事案の発端から意思決定に至る行政機関の活動を検証 ことが可 となるもの」のような記述を追加）
　【Ⅱ】国民の権利及び義務に関する重要な情報が記録された文書　【Ⅲ】
 国民を取り巻く社会環境、自然環境等に する重要な情報が記録された文書
　【Ⅳ】
 国の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情報が記録された文書
　
そのうえで、 「
｢
廃棄
｣
とされているものであっても、一の基本的
考え方に照らして、国家・社会として記録を共有すべき歴史的に重要な政策事項であって、社会的な影響が大きく政府全体として対応し、その教訓が将来 活かされるような以下の特に重要な政策事項等に関
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するものについては、移管が必要となる」として、以下の諸点が挙げられている。　　
 阪神・淡路大震災関連、オウム真理教対策、病原性大腸菌Ｏ１５７対策、中央省庁等改革、情報公開法制定、不良債権処理関連施策、気候変動に関する京都会議関連施策、
　　
 サッカーワールドカップ日韓共催、 （※例えば、東日本大震災、二〇二〇年東京オリンピック・パラリンピック競技大会 領土・主権対策等を追加）
そして、行政文書を「歴史公文書等」とするにあたって類型化し、下記のような業務を政策的に追加するとしている。　
①各行政機関が実施する重要な政策
　
②
 各行政機関において実施・運用している制度（例：政策評価、情報公開、予算・決算、補助金 、機構・定員、人事管理、統計等）について、制度を所管する行政機関による当該制度の運用状況の把握等の業務
　
③国際会議
　
④国際協力・国際交流
　
⑤統計調査
　
⑥
 その他（・年次報告書
　
・広報資料
　
・大臣記者会見録
　
・大臣
等の事務引継書）
　
公文書管理課側は、 「 民の関心が高い、あるいは社会的な影響が
大きいような法律が成立しました、あるいは改正がなされましたというような場合、あるいは、極めて重要な閣議決定等がなされた場合な
どにおきまして、そういうことにつきまして、各行政機関においてそれを実施していくという場面におきましては、予算あるいは体制を確保するな 、さまざまな特別の措置がなされるということでありまして、それぞれ各行政機関にお て重要政策として位置づけて行っていくということが考えられるのではないかと思います。 」 「重要政策とうことをもって歴史性ということを位置づけると うことでございまして、記載例、具体例としましては「当該政策の企画・立案から実施に至る過程において、国民に説明する責務 全 するために必要 なる事項が記録されたもの（企画書、意見交換録、実施計画書、実施報告書等） 」とい でございますけれども、そうした類型を記載してはどうかと考えているところでございます」 と述べ いる
）1（
（
。しかし、
内容は、曖昧であり、行政として「重要」なものを「歴史」 読み替えて保存・移管対象 しつつも、基準とし 「国民 関心」をあげていた。これで メディアに取り上げられたことだけを残 のが 歴史」という とになってしまうのではないだろうか。　
これに対して、類型化を認めたうえで、 「歴史的な研究をする者は、
なぜこういう資料が残され いるの 、周りにはどのような資料があったのか」 「残されたもの なぜ残されたのか。そ を研究しならある資料を使っていく。そして、歴史像を引き出していとをいたします」と歴史研究者の立場から、選別の意義を唱える意見や
）11
（
、 「全ての意思決定に関して検証ができるようなものを残せと読め
てしまわないので ょうか」としたう で、 「重要な政策 つい説明責任あるいは検証できる文書を残しなさい いうのも一つのやり
― 14―
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方だと確かに思う」との意見もでていた
）11
（
。一方、三宅委員だけが公文
書管理法第四条「文書の作成」につい 「それが行政文書として情報公開法の対象になったり、歴史公文書とし の保存の対象になったりする。文 から行政文書に一つ概念がつけ加わるところ 要素の客観的な枠組みみたいなものを少しベースで考えないといけない ではないかと思います」と述べていた
）11
（
。
　
このため、平成二九年八月三〇日の第五六回公文書管理委員会で、
歴史公文書等の範囲について公文書管理課は、 「実際に各職員が文書をつくって、それに歴史性があるのかないのかを判断する際の基準としてはやや抽象度が高いのではない という問題意識をも に、もう少し具体的にわかりやすい形で」と述べ
）11
（
、案を出しなおした。本委員
会では、 「ブレークダウン」 の言葉が多用され（故障し ・失敗したという意味ではない） 、基準の細分類化 なされている。　
この改正案で 「重要な政策」 という点についても問題となっている。
公文書管理課は、 「政策というものの定義につ て 、正直言って、ここでどういうものかということについてこ 以上の情報がな 」したうえ 、 「実態的に 法律をつくるとかわかりや い成果物が出てくるものは当然対象」とし、 その他は、 「適宜判断」と説明している。また、 「各年度の重要政策 ものをそれぞれ決めていただく いうことでももちろんいいと思いますけれども、正直申し上げる 、ある程度各省が決める余地はあってもい のかな」と述べていた
）11
（
。
　
具体的に「 【Ⅳ】国の歴史、文化、学術、事件等に関する重要な情
報が記録された文書」は、次のように細分化されている。
　　
・
 領土等の範囲も含めた我が国の来歴や、多くの国民の関心事項となる自然災害及び事件等の重大な出来事（国内で起きたものに限ら い）に関する情報が記録された文書
　　
・
 文化、学術の成果やその顕彰等のうち 要 ものに係る情報が記録された文書
）11
（
　
しかし、いくら細分化したとしても、共通の理解は困難である。む
しろ、歴史公文書として「重要」と読み取れ、対象を絞ってしまうのではないだろうか。　
さらに、 「重要」と う概念も、行政機関の固有性に基づく「重要」
ではなく、 「将来までを見据えて政策の理解や見直しの検討に資すると考えられる情報」と限定されたことは、当該、記録文書ファイルが「参照」 「先例」として重要という札幌市公文書館・広島大学文書館等の「重要公文書」概念より、はるかに対象を狭くしている。このままでは、当該期の世論等で「話題」となったものが「歴史」であり、行政機関の組織特性に基づいた議論については、残らないことともなかねない。まさしく、二次選別基準を強引に一次選抜基準に網をかぶせようとしてきたこれまでの問題を改めて露呈させるものであった。　
平成二九年九月二〇日、第五七回公文書管理委員会では、業務単位
と政策単位での整理がなされたもの 、 「歴史的」との言葉の意味問題 し、 「歴史的にという は多分２つの意味があって、一つ前回表を出されたときに、横断的な性格がありますよと。内閣官房に部屋を置くようなものがこれ 当たる ですよ いう側面 、ある程度、既に終わったものという 、プロセス 途中 ものもあるかも
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れませんが、そういう意味で歴史的にという言葉を使っているのかなと思い す」との質問がなされた
）11
（
。
　
これに対して公文書管理課は、 「 「歴史的に」 の意味するところは、 （中
略） 一般的な意味というか、 国民の記憶に残るというような意味で使っている」と変わらず曖昧な回答に終始したのであった
）11
（
。
　
このような「歴史公文書」概念が、森友問題における行政文書廃棄
に繋がったことを三宅委員が、 「保存期間一年未満の行政文書の扱い」について「歴史的重要性を有するかどうか 判断 歴史公文書等に係ってくるだけなのか」 「 「重要又は異例な事項に関する情報を含む場合」という、これが歴史公文書等からはみ出した概念になる か。そのあたり、しつこく見てみると何 なくわかりにくく ってきたもですから、どう 整理をされているのかなと思いま 。 」と指摘していた
）11
（
。
　
最終的に、三宅委員の意見が反映されて、平成二九年一一月八日の
第五八回公文書管理委員会で、 「歴史公文書等に該当し ものであっても、行政が適正かつ効率的に運営され、国民に説明する責務が全うされるよう、意思決定過程や事務及び事業の実績の合理的な跡付けや検証に必要となる行政文書に いては 原則とし 一年以上の保存期間を定めるもの す 」 、 「第四整理 「三保存期間」 （５ して書き加えられた。しかし、 公 管理に関する不祥事が続発するなか、公文 管理委員会の議論は、 再発防止どころか移管問題に限定した 「歴史公文書」についての基準細分化が中心となってい 。　
そして、 平成二九年一二月二〇日、 第五九回公文書管理委員会で 「 「行
政文書の管理に関するガイドライン」改正案が決定されたのであった
）1（
（
。
　
２
－３
　「時の経過」
　　
２
－３
－１
　
国立公文書館の提案
　「議事録未作成問題」が、閣議議事録等の作成・公開問題に発展する過程で作られた作業チーム（閣議議事録等作成・公開制度検討チーム　
作業チーム）で、 ヒアリングを受けた国立公文書館は、 「時の経過」
論を展開した。　
国立公文書館高山正也館長（当時）が説明した要点は、以下の五点
であった。　　
国立公文書館における利用審査の基本方針
　　
１
　
利用制限情報の該当性は、利用決定時に判断
　　
２
　
時の経過を考慮
　　
 個人や法人の権利利益、公共の利益を害するおそれの蓋然性は、時の経過やそれに伴う社会情勢の変化により低下
　　
３
　
三〇年原則（時の経過）を踏まえた公開
　　
４
　
利用制限するべき情報は必要最小限
　　
５
　
移管元機関の意見を参酌
当該機関の意見を尊重するが、国立公文書館長が最終判断
）11
（
。
　
そのうえで、高山館長は、 「個人や法人の権利、利益あるいは公共
の利益を害するおそれの蓋然性というものが、 「時の経過」に伴って変化するんだと、あるいはそのときの変化、それに伴うところの社会
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情勢の変化によって具体的には低下していくであろう」と述べ、判断基準としての三〇年原則を説明したのであった
）11
（
。
　
この三〇年原則は、閣議議事録作成・公開制度検討チームの第一回
会議で「一二七年の伝統を覆して、 議事録を作るかどうかとい のは、大変な問題である」な
か
）11
（
、三〇年を一つの区切りにしつつも、 「三〇
年経つと一〇〇％開示するというわけでは多分ないだろうと思いますので、そこの時点で開示され ものと開示されないものの振り分けをどう考えるのかも必要になってく かと考えております」と ことが問題となった
）11
（
。すなわち、当初より、原則としての三〇年は認めるが、
実態としての「運用」が問題となった。こ ため、作業チームにおける第二回会議以降の主要論点の一つは、事務方が提出した「閣議等議事録の作成・公開制度 方向性について（案） を とに 行政機関情報公開法の適用をめぐる問題であった
）11
（
。行政機関情報公開法との
関係では、同法第六条（部分開示）と第七条（公益裁量開示） 規定を適用するか（Ａ案） 、あるいは、同法 適用除外 するか（Ｂ案）であったが、結局 後者のＢ案が適用された。　
しかし、閣議議事録等作成・公開制度検討チーム第三回会議（平成
二四年一一月二九日） で決定となった 「閣僚会議等 議事録等の作成・公開について」は、閣議決定され ことはなかった。また、これにもなう情報公開法の改正案も審議入りすることもなく廃案となった。このことは、国立公文書館の「時の経過」が説得力を持たなかっとも意味していた。
　　
２
－３
－２
　「時の経過」の運用
　
平成二七年一二月二四日の第四七回公文書管理委員会、 「公文書管
理法施行五年後の見直しについて（各論） 」において、 「時の経過」論が改めて議題となっている。実態として、国立公文書館への移管率は低く、また、重要な行政文書の多くが、期間の「延長」によって現局で保管されている現状で、不服審査分科会での議論があり、情報公開法との関連で 「時の経過」につ て判断 必要となったのである。　
その際、公文書管理課は、情報公開法制定に際し、 「情報公開法と
いうのは定性的になっているから、請求があったその都度、支障があるかど かを判断するということになるわけだから、 う う意味では固定していない。毎日、今日は非公開でも来月は公開されるかもしれない。だ ら常に請求時点における勝負であ という意味から見れば固定していないわけだから、三〇年経っ ら非公開事項 全 公開するのだという考え方にそもそもなじまないのではないか」という行革委員会角田部会長の発言が紹介されている。結果、 「三〇 原則論」を基本的に否定し、 「時の経過」 よっても閲覧可能となら 特殊な文書があるのだ、 る。一方で「時 経過」に保存年限より短い期間で公開することもあり得 とした であった
）11
（
。
３
　
公文書管理法改正の要点
　
上記「１」 「２」での考察を基に、公文書管理法等の改正案を作成
した（後掲） 。その際、改正にあた 要点は、下記の四点である。
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３
－１
　「重要公文書」概念の導入
　「歴史公文書」とは、公文書管理法第二条第六項で「歴史資料として重要な公文書その他の文書をいう」とされている。同時に、 「歴史公文書」との造語は、 「現用記録」のなかで、 「重要」な文書を抽出し、そのなかで「歴史的」価値のあるものを保存する、という流れを意味している。　しかし、実際、行政組織において文書・記録の重要度は、その機密
性（機密度） 、法令化等の有無、各行政機関内の問題意識等によって作成段階から意識されている。特に 新規立案されるものは、先例となるため重要視される。このような行政 ・法人文書に「歴史いう概念を取り入れることを公文書管理委員会では強要しているが、「歴史」的重要性は、移り変わるものであり、歴史に対する認識そのものが問題と っているのが現実である。また、 「歴史」は新たな事実によって更新されるものでもある。一方、日常的に現実の諸問題に対応し、執務にあたっている公務員・作成者 意識に 」が上ることはありえない。それ故、文書を作成し、保管する者 とって「歴史」的意義が重要 意味を持つことはない。公文書が隠匿・廃棄されるにしても、それは 「歴史」的意義と 無関係に、保有し ことが現実において都合が悪いからなのであ 。 文書は 「歴史」的に重要であることより、現状の執務にあたり活用され、活用されとで今の国民に寄与することがなによりも重要 のであ
）11
（
。 すなわち、
「重要」な公文書については、行政機関で共通理解が可能だが、 「歴史」公文書については、行政機関と国立公文書館との間ですら共通 理解
を持ちえない。公文書管理法における作成・保存、移管・公開の統一的管理を実現するうえで、まず、共通理解が可能な行政的価値に基づく選別基準によって行政文書・法人文書等公文書の移管を前提とした第一次評価選別がおこなわれるべきである
）11
（
。
　
一方で、ライフサイクル論とともに「現用」 「非現用」の概念が導
入されたが、日本官僚制は、宮内庁における有職故実の例をひくまでもなく、前例踏襲主義に代表される増分主義的決定を行うことが多い。結果、行政文書・法人文書は、 「時の経過」によって「非現用」とならない場合も多い。むしろ、 「現用」 「非現用」という区別を用いて管轄権を二分化するのではなく、この区別を「重要 」 （ 「重要行政文書」 「重要法人文書」 ）という概念で統一し、文書の作成から保存・公開までを一貫的にとらえる必要がある。　
それが、札幌市公文書管理審議会で提示された「重要公文書」 い
う概念である。　「札幌市公文書管理条例」 （平成二四年六月一三日、条例第三一号）の第二条では、 「重要公 特定重要公文書」を次のように規定している。　　
（４）
 重要公文書
 公文書のうち、市政の重要事項に関わり、将来
にわたって市の活動又は歴史を検証する上で重要な資料となるものをいう。
　　
（５）
 特定重要公文書
 次に掲げるものをいう。
　　
ア
  重要公文書のうち、第八条第一項の規定により市長が引き続き保存の措置を採っ もの及び同条第二項の規定により
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市長に移管されたもの
　　　
イ
  重要公文書のうち、第一二条第四項の規定により市長に移管されたもの
　　　
ウ
  法人その他の団体（実施機関を除く。 ）又は個人から市長に対し寄贈又は寄託の申出があった文書で、市政の重要事項に関わり、将来にわ って市の活動又は歴史を検証する上で重要な資料となると市長が認め、寄贈 寄託 受けた文書
）11
（
　
札幌市の場合、重要公文書に該当し、保存することで「特定重要公
文書」となる文書を、具体的に「①本市の制度、計画、事業などの成り立ちや変遷が記録された公文書、②札幌 行政の過去の貴重な例証が記録された文書、③札幌市の歴史や特性に係る情報が記録された文書」としている
）1（
（
。そして、一般的に行政における現用記録保存が一〇
年である いうことを明示し、一〇年を越えて保存すべき資料を二点に類別（市及び市民の権利・義務に関わる証拠となる記録資料と、業務遂行において参考となり得る価値（行政的価値）があ とみなされるもの） 、そのうえで、市政を後世において検証する上で価値（アーカイブズ的価値）があると認めら る記録資料を加え 。以上を踏まえて「一〇年を超える保存期間（三〇年保存） 適当と考えられる公文書の類型」の類型化を行っているのであ
）11
（
。
　
公文書管理を一元化し、何よりも行政的価値のある文書の移管を促
進し、公開するためには、 「重要公文書」 （ 「重要行政文書」 「重要法人文書」 ）概念の導入が必要である。
　
３
－２
　
記録管理局（記録管理委員会）の設置
　
現在、各行政機関から提出される保存期間満了前に作成される廃棄
簿に掲載される行政文書ファイル等の量は膨大である。 そのなかから、実物を吟味することなく、廃棄簿を基に、保存期間とファイル名のみで判断し、選別してい のが実態である。そ 業務の中心である内閣府官房公文書管理課は、 「課」であるため業務量に比して少人数である。そもそも、公文書管理とは作成から保管、廃棄・移管を通じて行政監査の意味も有しているが、内閣府官房それ自体、公文書 理の対象である。その一課にすぎない公文書管理課に行政府全体の公文書管理が可能とは思えない。そもそも、 法の制定過程は、情報公開法・個人情報保護法と連動 る情報法制 して制定さ ため、総務省からの出向事務官達を中心 立案された。一方で、内閣府は調整官庁であるため、企画 庁における政策立案過程に関する知識・経験を充分に有しておらず、 そ 認識面で 問題があ 。また 森友加計問題で明らかになっ ように、公文書管理問題は、国家意思決定過程だけでなく地方部局も含めた行政組織全体が問題であり、 らに、内閣官房秘書官等、官邸官僚が文書を有さないことも問題なのである。今後、行政機関において 文書管理法をより有効に機能させるためには、特定機密保護法 も対応した独立機関・記録管理局の設置が必須であ この記録管理局の設置 あ っては 当初、以下五点の施策が必要であろう。　
①
 公文書管理法にもとづく監査機能の付与（罰則規定を含む）…記録管理局設置法に明記。
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②
 情報法制に精通し、地方を含めた行政全般の監査能力を有する総務省行政管理局・総務省行政評価局の人員と情報保全監査室と内閣府公文書管理課の人員をもって基幹組織を形成する。
　
③
 行政文書ファイル等の選別・監査機能を強化するため、各行政機関より、現業の公文書管理担当者等を出向させる。
　
④
 「③」の担当官は、各行政機関の政策に精通していることが前提である。
　
⑤
 記録管理局に記録管理委員会を設置する。委員は、公文書作成経験を有する有識者等で構成し、記録 局 政策全般に対して権限をもつこととす 当該委員は 内閣総理大臣の推薦により、国会承認を必要 ものとする
）11
（
。
　
そのうえで、文書作成過程については、原局の責任とするも、その
記録化・保管、廃棄・移管を管理するとともに、各行政組織に対して地方も含めた監査権限を持たせることが重要である。　
さらに、次の二点の施策を通じて、記録管理局の持続発展可能な基
盤を形成する。　
ａ
　
 特別任用制度を利用し、各省より人材を集め、記録管理官を養成する。記録管理官の教育に当たっては、会計検査院をモデルとしつつ、記録管理局内部で行うこととする（特定機密の問題があるため
）11
（
） 。
　
ｂ
　
 現行では、国立公文書館員が公文書管理課に出向しているが、特定機密の取り扱いから法人職員では問題がある。人的交流は必要であるが、国立公文書館が独立行政法人ではなく、国家機
関にもどり、その職員が国家公務員とならない限り、基本的に出向は行うべきではない
）11
（
。
　
すなわち、 「歴史公文書」という概念ではなく、行政組織にある「重
要公文書」概念によって、また、記録の重要度に対する理解力を背景に、 移管されるべき文書ファイル（ ）数が増大すると考えられる。　
この記録管理局による「重要公文書」の選定が、一次選別であり、
そのうえで 二次選別を行う。　
今日、公文書管理で必要とされているのは、この上記二点である。
　
３
－３
　
二次選別と評価委員会の設置
　
現在、内閣府公文書管理課による評価・選別後、改めて国立公文書
館から移管を求める「意見」が提出されている。その結果は、廃棄保留となっても原局での保存期間が延長されるか、結局、廃棄されるかが主であり、移管実績は、芳しいもの はない。また、選別にあたっての基準も明らかではない。　
札幌市や広島大学のような地方公共団体・国立大学法人では、重要
公文書概念 導入と、担当者がアーカイブズ的価値を付与することによって統一的管理 保たれており、移管実績も充分である。しかし、国の行政機関では、各省府庁によって、文書作成から公文書管理、その重要度設定にま 業務内容に対応した多様性が存在する。 このため、より精緻な選別として、また、記録管理局・記録管理委員会 一次選別のうえで、アーカイブズ的価値を念頭に置い 選別として二次目の選別も必要である。
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これまで、アーカイブズ的価値を「歴史」に限定させたような二次
選別的発想で、一次選別まで含めた選別を行おうしてきた公文書管理委員会・ 「有識者」であるが、結局、本来、 うべき原局の一次選抜・「現用」記録管理に全く対応できなかった。それだけに、次の三点の施策が必要であると考える。　
①
　
 重要公文書については、期限超過後、全てを「特定重要公文書」として移管するとともに、行政文書ファイル管理簿から作成された廃棄簿の行政文書ファイルについて、アーカイブズ的価値に基づいた二次選抜を行う。二次選抜の担当は、国立公文書館専門担当官が行う。
　
②
　
 アーカイブズ的価値については、新設の評価委員会で方法と結果について承認を受ける必 がある。なお、 は、現行の公文書管理委員会のメンバーととも 不服審査の分科 機能も引き継ぐこととする。また、評価委員会は、国立公文書館の運営についても責任をもつも する。
　
③
　
 最終的な選別結果について、記録管理局に考査室 設置し、各年度の廃棄・移管した行政文書ファイルについ 内容も含めて分析し、公開することで業務の透明化を図る
）11
（
。
　
なお、本項は、現行の国立公文書館による評価・選別助言機能を強
化したものである。国立公文書館が国家機関となれば、最終的に国立公文書館長に廃棄権を付与する
）11
（
。
　
３
－４
　
公文書管理法を中心とする法体系整理
　
日本における公文書館が、国立公文書館をはじめ、その多くが行政
組織の認知と信頼を受けた存在となっていない。日本のアーカイブズの多くは、その設立時から歴史研究者により構成され、かつまた、歴史研究者の意向が強く働いた結果、所蔵の中心が歴史資料・古文書類が中心となる機関も多い。アーカイブズは、文化財保護法に基づいた「歴史文書館」な
ど
）11
（
、多様な存在であって良いと考える。しかし、公
文書館は、情報法制・公文書管理法のもとに明確な法体系化のもと整備される必要がある。　
具体的に、情報公開法、個人情報保護法、特定機密保護法 不正ア
クセス防止法とともに、公文書管理法があり、この公文書管理法 もとに、新設する記録管理局と国立公文書館等を位置付けるべきである。このためには、新設される記録管理局 設置法である記録管理局法と国立公文書館法 公文書管理法の下位法として づ 、整備すべきである。これにともない、公文書館法も改正し、 「公文書館」を公文書管理法・ 管理条例のもとでの組織 すべきである。地方自治体にあっても「公文書館」と、 化財保護 のもとにある文化施設としての「歴史文書館」を明確に類別化すべきである。　
なお、今回の改正案も暫定的なものである。今後は、 文書管理法
を実効性のある「現用」中心のもの 改正し、現行法における「特定歴史公文書」 利用などについては、新しい国立公文書館法に移すべきであろう。
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おわりに　
公文書管理法下でおきる諸事件への対応にあたり、公文書管理法の
成立時点からの問題点が解消されず、むしろ、そのことが混乱を招いている実態について明らかにした。　
ハードユーザーである歴史研究者にとっては、充実した「特定歴史
公文書」を擁する国立公文書館が必要である。そして、そのような組織化が全国化すれば、 大学などで とされない文系・歴史学研究者である大学院生の就職口も増えると考えているかもしれない。また、 「歴史」の重要性は明らかであり、 「歴史」的価値と うものを普遍化することも可能と考えている…か しれない。しかし、公文書管理委員会は 的価値 明示できず、単に解釈 おいて屋上屋を重ねただけに終わっている。そし 、なによりも 今日の公文書管理をめぐる状況に対応でき ないのであ 。　
公文書管理委員会は、 国立公文書館の「唯一性」 「絶対性」を確立し、
ＮＡＲＡを理想として、それへ近づけ ことを目的としていたが その「理想」を追求するための施策を提供できなかった。また、 「現実」を直視して実態 究明 ことで新たなモデルを自らの手で構築することもなかった。現業との連関性を欠き 移管・公開 いう機関アーカイブズの業務において公開に偏し、 「夢を語」 たのであろうか
）11
（
。
　
現在、日本に存在するアーカイブズは、多様な存在である。年史編
纂事業で収集された歴史資料を中核として地域の文化 設として運用
されているもの、戦争被害や災害などのモニュメントとして資料を収集し、公開しているものもある。これらは、収集アーカイブズであり、文化施設であり、文化法制 とにあるべき「歴史文書館」である。一方、機関アーカイブズとして設立されながらも、 「歴史文書館」的な活動を主におこなっているもの 多い。 このようななかで、 機関アーカイブズとして苦闘する「公文書館」も存在している。苦闘の理由は、親組織である行政機関との関係性にある。多くは、統一的管理ができていないことに起因 おり、 「現用」である行政組織における組織共用文書ファイルの状況がわからず、また、アクセスもでき なかで、廃棄される組織共用文書ファイルを 評価・選別 しなけ ばならないからである。今、機関アーカイブズにとって大切なことは、統一的管理の実施 り、そのためには 親機関の行政との連携が必須なのである。この点、国立公文書館は、詳しくは別稿に譲るが、親機関との連携をとっておらず、公文書管理法下にある施設として機能を特化させて る もいい たい。　
国家レベルでの行政機関との統一的管理とは、最終的に、上記の二
段階選別を前提としたものである。それだけに 現状で国立公文書館組織を肥大化させることが、混乱と問題をよ 深めることとなるのではと危惧している。　
問題の本質について、本稿における第一章と第二章との落差にみら
れるごとく、公文書管理委員会 対応できていない。このため、本稿では、現在の問題を中心として公文書管理法改正試案を再考すべく四点の改正点を提示した。本稿末に、この改正点を踏まえた改正試案を
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付している、併せてみていただきたい
）11
（
。
　
なお、本稿も公文書管理法の最終形ではない、まだまだ、進化でき
ると考えている。公文書管理法の「目的」は、正しい。この正しさを「将来」ではなく、 「現在」のものとしなければならないと考えている。
（平成三〇年一二月二日稿了）
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とされる者は、公文書管理における作成経験を有しておらず、また、実態 しての行政機関の保 状況も実質的に把握していない。単に、行政文書ファイル管理簿のファイル名から「評価・選別」を行ってきたに過ぎない。その意味で 真に対応可能な人材とは思えない。
（
14）
 それも、単に各省庁の執務提要をまとめただけでおわるのでは かと危惧される。各行政組織固有の 策立案過程を明らかにしつつ、各省の政策立案過程における伝統を大切にしながら、公文書管理ができればよいのだが。
（
15）
 この書き方については、個人名を記した体裁に整え、議事要録ではなく、明確な議事録にすべきである。
（
16）
 アーカイブズの専門家を派遣し 国立公文書館のサポーターを増やす政策として実行している であろう。
（
17）
 「第一回公文書管理委員会議事録」平成二二年七月一五日、
http://
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w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/22/220715/220715gijiroku.
pdf 、一頁（平成三〇年一一月六日） 。
（
18）
 加藤陽子委員（東京大学大学院人文社会系研究科教授） 「第一五回公文書管理委員会議事録」平成二四年三月一九日、
http://w
w
w
8.cao.
go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/2011/20120319/20120319gijiroku.pdf 、四
頁（平成二五年八月六日） 。
（
19）
 三宅弘委員（弁護士） 、同前注、一二頁。
（
20）
 「第一七回公文書管理委員会議事録」
http://w
w
w
8.cao.go.jp/
koubuniinkai/iinkaisai/2012/20120410/20120410gijiroku.pdf 、 一頁（平
成三〇年一一月六日） 。
（
21）
 加藤委員は「我々の元に現用文書のパターンで、例えば省議のいい例と関係行政機関の長で構成される会議などの会議例 各省の協 案がきれいにそろったような、そういうものを一つ、二つ見せていただくことで、我々が学ぶ」と述べている、 「第一八回公文書管理委員会議事録」
http://w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/2012/20120425/
20120425gijiroku.pdf 、一〇頁（平成三〇年一一月六日） 。
（
22）
 三輪眞木子委員長代理 （放送大学ＩＣＴ活用・遠隔教育センター教授）「第一七回公文書管理委員会議事録」平成二四年四月一〇日、
http://
w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/2012/20120410/20120410gijir
oku.pdf 、一二頁（平成三〇年一一月六日） 。
（
23）同前注。
（
24）
 岡田副総理「第一八回公文書管理 会議事録」平成二四年四月二五日、
http://w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/2012/20120425/20
120425gijiroku.pdf 、四頁（平成三〇年一一月六日） 。
（
25）
 石原一則委員（神奈川県公文書館課長） 「原則的に考えれば、公文書はそもそも事業や会議体など、いろいろな仕事、役所の仕事の副産物ですね。 その重要な公文書が今回は残らなかった。 議事録が残らなかったということが問題ですから、重要な会議体とは何かということを前に把握しておく必要があります。 」 「これは文書管理の基本でありまして、公文書は仕事や会議や の副産物です。つまり公文書 管理には事前にそういった仕事や会議をきちんと把握しておくことが必要である」と述べていた（同前注一一頁） 。
（
26）
http://w
w
w
.cas.go.jp/jp/seisaku/gijiroku/kettei/241024houkou.pdf （平
成三〇年一一月六日） 。
（
27）
http://w
w
w
.cas.go.jp/jp/seisaku/gijiroku/kettei/241129kettei.pdf （平
成三〇年一一月六日） 。
（
28）同前注（
26）二頁。
（
29）同前注、三頁。
（
30） （
31）同前注（
27） 、一頁。
（
32）同前注（
26） 、三～四頁。
（
33）同前注（
27） 、四～五頁。
（
34）
 衆議院内閣委員会一一号、平成二五年五月一〇日、民主党岡田克也議員の質問に対する、菅義偉官房長官答弁。
http://kokkai.ndl.go.jp/cgi-
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T
Y
P
E
=
0&
M
O
D
E
=
1&
D
M
Y
=
12559 （平成三〇年一一月六日） 。
（
35）
 内閣府大臣官房文書管理課「第三六回公文書管理委員会議事録」http://w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/2014/20140529/201405
29gijiroku.pdf （平成三〇年八月一五日） 。
（
36）
 「第三六回公文書管理委委員会議事録」
http://w
w
w
8.cao.go.jp/
koubuniinkai/iinkaisai/2014/20140529/20140529gijiroku.pdf （平成
三〇年八月一五日） 、四頁。
（
37）
 加藤委員・三宅委員、同前注、五頁。
（
38）
 同前注、七頁。
（
39）
 その際、三宅 からは、 「特定秘密 これは秘密ですよと明らかにするのも何かはばかるようなところもあるのではないかと思うのです。ただ、そうすると、特定秘密が国民サイドから見て余りはっきり分からないと これは漠然とか不明確だということで憲法上の問題が出てくる余地もあると思います。そうする 、どこかでそこを調整してある程度分かるような、ある程度分 るというのは秘密の 容ではなく 、特定秘密の効果が及んで 客観的な範囲 はっきり分 るということと、こちら 行政文書ファイル管理簿でそういうものが化体されている文書が三〇年なり、長くて六〇年残るとい ところの調整は、 やはりしなければいけない作業 と思います」 の意見が出て検討対象となっ （同前注、九頁） 。
（
40）
 平成二三年四月一日内閣総理大臣決定、平成二四年六月二九日一部改正「行政文書の管理に関するガイドライン」
http://w
w
w
8.cao.go.jp/
chosei/koubun/hourei/kanri-gl.pdf 、八頁（平成三〇年一一月六日） 。
（
41）
 「公文書管理法における「歴史公文書」と「特定歴史公文書」
－ その
生成過程と問題点
－ 」 『広島大学文書館紀要』第一三号、二〇一一年
三月。
（
42）
 「第四七回公文書管理委員会議事録」
http://w
w
w
8.cao.go.jp/koubun
iinkai/iinkaisai/2015/20151224/20151224gijiroku.pdf （平成三〇年八月
一五日） 、一 頁 この二段階選別については、公文書管理委員会での唯 の実務家であった石原一則委員（神奈川県公文書館課長）が第一七回公文書管理委員会（平 二四年四月一〇日）で、専門職としてのレコードマネジャーとアーキビスト 必要性を説き、 「アメリカのＮＡＲＡのような組織をつくって、一つの省庁で文書管理と歴史公文書管理を合体させて行うというブランを考えてみてはどうでしょうかという話です」と提案していた（ 「第 七回公文書管理 会議事録」平成二四年四月一〇日、
http://w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisa
i/2012/20120410/20120410gijiroku.pdf 、一二～一三頁（平成三〇年
一〇月二八日） ） 。石原委員は、本来、二種の専門職 提案したの あるから、二段階選別論をとるべきであった。しかし、アーカイブズの権限強化を考えるばかりに、それを合わせた一段階評価を提案したのであった。
（
43）
 城戸英明委員（東京大学大学院法学政治学研究科教授） 、同前注、一三～四頁。
　
 　　
行政レベルで文書は「プロセスをトレース」出来るように作られる
のが常識である。公文書館のなかで「シリーズ」を採用しているところもあるが、それは、 「現用」記録・原局との連関を有していない、
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あるいは行政プロセスについて理解していないために、移管される文書ファイルの「もれ」 「落ち」について確認するために採用しているのである。
（
44）城戸委員、同前注、一五頁。
（
45）
 保坂裕興委員（学習院大学人文科学研究科教授） 、同前注、一六頁。この「巨視的な評価」が歴史 なのであろう。
（
46）
 現状の公文書管理 会をそのまま、評価選別委員会とするのが適当であるだろう。
（
47）
 清水唯一朗准教授（当時、現在、慶應義塾 総合政策学部教授） 、熊本史雄教授（駒澤大学文学部） 「第四七回公文書管理委員会議事録」http://w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/2015/20151204/201512
04gijiroku.pdf （平成三〇年八月一五日） 。
（
48）
 井上正也准教授（当時、 現在、 成蹊大学法学部教授） 、 同前注、 一四頁。
（
49）
http://w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/honbun.pdf （平成三〇
年一一月六日） 。
（
50）
 「行政文書の管理に関するガイドライン」見直しの方向性について」h
ttp
://w
w
w
8.cao.g
o.jp
/k
ou
b
u
n
iin
k
ai/iin
k
aisai/2017/20170707/
shiryou2.pdf （平成三〇年一一月八日） 。
（
51）
 「第五五回公文書管理委員会議事録」
http://w
w
w
8.cao.go.jp/
koubuniinkai/iinkaisai/2017/20170707/20170707gijiroku.pdf （平成
三〇年一一月八日）六頁。
（
52）保坂委員、同前注七・八頁。
（
53）城戸委員、同前注九頁。
（
54）同前注一二頁。
（
55）
 「第五六回公文書管理委員会議事録」
http://w
w
w
8.cao.go.jp/
koubuniinkai/iinkaisai/2017/20170830/20170830gijiroku.pdf （平成
三〇年一一月八日）三頁。
（
56）同前注、七・八頁。
（
57）
 「行政文書の管理に関するガイドライン」見直しの方向性について」h
ttp
://w
w
w
8.cao.g
o.jp
/k
ou
b
u
n
iin
k
ai/iin
k
aisai/2017/20170830/
shiryou1.pdf （平成三〇年一一月八日） 。
（
58）
 城戸委員「第五七回公文書管理委員会議事録」
http://w
w
w
8.cao.
go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/2017/20170920/20170920gijiroku.pdf （平
成三〇年一一月八日）一四・五頁。
（
59）
 同前注、一五頁。
（
60）
 同前注、一六頁。しかし、 「歴史的重要性がないのに重要とはどういう意味なのかとか」という質問が出され、意見の深まりは中断されている（同前注、二三頁） 。
（
61）
http://w
w
w
8.cao.go.jp/chosei/koubun/hourei/kanri-gl.pdf 。本改正の
要点は、森友・加計問題に対応した一年未満廃棄文書の明確化にあった。筆者 本改正の公文書管理に関する独立行政法人等連絡会議 （平成三〇年二月七日）に参加した。問題に思っ のは、留意事項「○

職員が自己の執務の便宜のために保有している写 （正本・原本は別途管理）は行政文書に 当たらないが、このような個人的な執務の参考資料は必要最小限 ものとすべきである。また、職員が起案の下書きをしている段階のメモも、一般的には行政文書には当たらないが、
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当該メモに行政機関における法律立案の基礎となった国政上の重要な事項に係る意思決定が記録されている場合などについては、行政文書として適切に保存すべきである。 」の説明にあった。公文書の作成過程にある文書は、全て基本的に「公文書」であり、作成後、組織共用文書ファイルに綴られず個人的に保有される写や案を 公文書 せず、説明した内閣府の専門官が「 文書」という概念を無謬的に使用したことであった。 これでは、 組織共用文書ファイルの充実は行われず。公務員が公文書を「個人的」に所有することを容認するようなものである。この点を指摘し、執務参考の個人ファイル保有の制限と、その内容について制限 設けるべきであることを指摘したが、理解できなかったようである。本件からも企画官庁ではない内閣府（それは公文書管理課のみかもしれないが）の限界性が理解できた。
（
62）
 閣議議事録等作成・公開制度検討チーム作業チーム第一回 「資料９

国立公文 館ヒアリング資料（国立公文書館における「時の経過」の運用について） 」平成二四年八月九日、
http://w
w
w
.cas.go.jp/jp/
seisaku/gijiroku/sagyou1/1siryou9.pdf （平成三〇年八月六日） 。
（
63）
 閣議議事録等作成・公開制度検討チーム作業チーム第一回議事録、

平成二四年八月九日、
http://w
w
w
.cas.go.jp/jp/seisaku/gijiroku/
sagyou1/1gijiroku.pdf （平成三〇年八月六日） 。
（
64）
 小早川光郎委員（成蹊大学法科大学院客員教授） 、閣議議事録作成・公開制度検討チーム第一回議事録、平成二四年七月三〇日、
http://
w
w
w
.cas.go.jp/jp/seisaku/gijiroku/dai1/1gijiroku.pdf （平成三〇年
一一月六日）七頁。
（
65）
 長谷部恭男委員（東京大学大学院法学政治学研究科教授） 、同前注、八頁。
（
66）
 閣議議事録等作成・公開制度検討チーム
 作業チーム第二回議事録、
資料四、
http://w
w
w
.cas.go.jp/jp/seisaku/gijiroku/sagyou2/2siryou4.
pdf （平成三〇年一一月六日） 。
（
67）
 「第四七回公文書管理委員会議事録」
http://w
w
w
8.cao.go.jp/
koubuniinkai/iinkaisai/2015/20151224/20151224gijiroku.pdf （平成
三〇年一一月六日）三・四頁。なお、広島大学文書館では、すでに実態として国立大学法人化に関する法人文書ファイルについて、保存期間を短縮 、移管の上、公開してい
（
68）
 反面、行政機関の執務に「歴史」が存在しないがゆえに、 「歴史」感覚を有するレコードマネージャー・アーキビストの導入が必要だ、との意見もあるだろう。 かし、文書の作成過程を把握せず、現実意識を有さず、また、前述のように「歴史」に対して定義もできない 状では、本質的に困難なのではないだろうか。残念なことではあるが。
（
69）
 大濱徹也委員長 「札幌市公文書館基本構想検討委員会会議録 （第二回） 」平成二〇年一一月二七日、一一頁。基本的 、重要公文書の概念形成については、大濱徹也氏の発言、札幌市公文書館基本構想検討委員会での大濱徹也氏の意見によるところが大きい。また、本稿 おける基本的枠組みについても、大濱氏の意見とは認識の点で共通する部分が多い（大濱徹也「札幌市公文書館記念講演会講演録
　
札幌市公文書館
の使命と課題
－ 現在、問われていること
－ 」平成二五年七月一日）
　
 　　
なお、広島大学では、公文書管理担当の財務・総務室総務グループ
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と広島大学文書館が共同で法人文書管理システムを整備し、法人文書管理規則第一四条で含まれる情報の流出紛失、改ざん等防止の必要に応じて重要度を類型化している（岡田泰司「公文書管理法施行後 法人文書管理及び法人文書管理システムの運用について」 『広島大学文書館紀要』第一三号、平成二三年三月、参照） 。そのうえで、文書館長に廃棄権があり、廃棄・移管は公文書室長が行っており、現物確認も行っている。
（
70）
http://w
w
w
.city.sapporo.jp/som
u/kobunsyo/docum
ents/kobunsho
kanrijorei.pdf （平成三〇年八月六日） 。
（
71）
 高井俊哉「札幌市の文書管理の取組について」 『アーカイブズ』第四九号、平成二五年三月、一四頁。他 竹内啓「札幌市における公文書館開設準備状況について」 『アーカイブズ』第四二号、平成二二年一二月、 越後武介「札幌市公 条例の制定 施行について」『札幌市文化資料室研究紀要』第五号、平成二五年三月、参照。
（
72）
 札幌市公文書管理審議会「札幌市公文書管理審議会答申書」平成二四年一一月、
http://w
w
w
.city.sapporo.jp/som
u/kobunsyo/docum
ents/
toushinsho-1.pdf （平成二五年八月六日） 。
（
73）
 現在、 各行政機関の退職職員を大量に採用し、 膨大な行政文書 評価・選別を行っているのが実態である。各行政機関における移 対象期の固有の重要政策についての選別に たり認識面で、 これら退職職員は、重要である。しかし、 これら退職職員は、 現職及び出身行政機関に「忖度」する存在でもある。それゆえ、 彼ら よ 評価・選別については、恒常的なチェックが必要である。その意味で、記録 委員 には、
評価・選別について判断可能な人材が必要である。
（
74）
 地方にある国の行政組織に対する監査業務もあり、 総務省行政管理局・行政評価局の人員が必要であり、電子文書化という観点でも、総務省が中心である。実効ある記録管理官の養成には、国立公文書館の公文書管理研修 は全く対応できない。将来的には、本教育システムを簡素化した内容について、国立公文書館における公文書管理研修に応用する。また、教育システムが確 すれば、資格・教育システム化することもありうる。しかし、なによりも、実効性を有す 記録管理官の養成が必須である。
（
75）
 本来、アーキビストは、国家のイン リジェンスに関与する存在である。その意味で、現状の国立公文書館及び大学等での研修・育成システムでは内容的に全く対応できない。それ以上 、国立公文書館職員が内閣府に出向し 各省庁に配置されてレコードマネージャーとなっても、当該行政組織について根本的な知識を持っておらず 機能するとは全く考えられない。むしろ、無意味 レコードマネージャ の存在による反動として批難が公文書館全体に及ぶことの方が危惧される。
（
76）
 記録管理局と国立公文書館については、前者を上位機関とする。両者を一体運用するためには、国立公文書館が国家機関になる必要である。また、国立公文書館専門官の任用は、国立 会図書館を参考に、能力試験 実施すべきであろう。
（
77）
 国立公文書館も、 「現用」 「非現用」 いう概念だけでは 実態 そぐわないため「半現用」という概念を用いて 中間書庫を設置している
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（ 「独立行政法人国立公文書館中間書庫業務要綱」平成二三年三月一五日館長決定、
http://w
w
w
.archives.go.jp/law
/pdf/chuukanshoko01.
pdf （平成二五年八月六日） 。また、依田健「国の行政機関における中
間書庫について」 『北の丸』第四〇号、平成一九年一〇月。公文書等の中 段階 おける集中管理の仕組みに関する研究会「公文書等の中間段階における集中管理の仕組みに関する報告」平成一八年四月、http://w
w
w
.archives.go.jp/law
/pdf/cyukansyokenkyukai.pdf （平成
二五年八月六日） 。しかし、そ 実態は、内閣府のみが国立公文書館の中間書庫に文書を移管しているだけである。 中央各省庁のなかには、独自に を設置し、運用 ている場合も存在してい 。 「時を経過」したとしても前例と て必要な文書が置かれ 中間書庫 存在は、 結果として前例として必要とされない…すなわち「非現用」となった公文書のみを国立公文 館 所蔵させることとなっている。国立公文書館は行政利用されることはなく、結果 して、単 倉庫となってしまっているのが現状な である。なお、 このよう 現状を打開し、真に利用促進を図 ためには、国立公文書館を行政利用が可能 機関アーカイブズとするとともに、 「歴史」を払拭 的価値を中心とした文書概念を導入する必要 ある。それが、札幌市公文書管理審議会で提示された「重要公文書」という概念である。そもそも、中間書庫は、移管促進の めに設置された のである。しかし、実際には重要な行政文書ファイルの移管が んでいな 状況下 は、存在意味はない。国立公 館所蔵 全ての文書を「非現用」とすることをやめ、同時に、 への保管期限満了前移管を認めればよいだ
けのことである（但し、行政機関の合意と国立公文書館への信頼が重要であるが…） 。
（
78）
 拙稿「日本におけるアーカイブズと歴史学」 『広島大学文書館紀要』第二〇号、二〇一八年三月。
（
79）
 加藤委員、第一回公文書管理委員会議事録、平成二二年七月一五日、http://w
w
w
8.cao.go.jp/koubuniinkai/iinkaisai/22/220715/220715gijir
oku.pdf 、二頁（平成三〇年一一月六日） 。
（
80）
 公文書管理委員会や、 「有識者」がアーキビストによる評価・選別に固執したのは、全国歴史資料保存利用機関連絡協議 （全史料協）が長年、アーキビスト制度の確立とアーカイブズ職員の地位向上を主張してきたことが背景にある。行政職員がアーキビストになるのか、それともアーキビストが専門職として行政機関に入るのか…前方の後方進出か、後方の前方進出か、という議論を繰り返している。全史料協加盟団体で を果たした公文書館が存在しないなか 、国立公文書館がその突破口と考えられたのであろう。しか 、現状国立公文書館にその能力はない。法人文書ファイル管理簿管理、廃棄権、監査権を有する公文書 統一的管理を行って 広島大学文書館の場合は、この「後方の前方進出」に相当するが 専門職である公書室長の苦労は、尋常なも ではない。行政 の対話は簡単なものではなく、単純に制度を導入すれば、なんとか るなどと考え、発言する無経験で無責任な者 苦闘 る我々にとっては不愉快な存在ですらあ 。
　
 　　
一方、公文書管理の現場において、指定管理者制度や人員削減にさ
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らされている地方自治体・国立大学法人等の「公文書館」は、親組織に二段階選別を行う財政的な余裕はなく、よりよい 管理のためにアーカイブズ側から一次選別を含めた統一的管理を主張せざるをえない。広島大学文書館のよ に「重要公文書」概念の導入によってそれは可能であるが、このためには、アーキビストの立場（正職員） ・能力（行政 力） きく依存す 。そして、なによりも親組織との親和性が重要 の （常に問題はここ 帰着する） 。その意味で、現状で、 豊かな一次選別による移管文書 充実をもとめるのであれば、札幌市公文書館のよう 「重要公文書」概念 導入 よる「前方の後方進出」が最も合理的である。そのうえで、さらに豊かな二次選別的なアーカイブズ的価値を付加す 場合は、広島大学文書館のように専門職が担当するようにしていくことが必要であろう。苦闘 る公文書館の多くは、担当者の意識・能力面 、広島大学文書館同様の統一的管理が可能な機関も多い。この苦闘する公文書館と、 化施設としの「歴史文書館」とは類別しなければならないし、前者 苦闘が報われる を何よりも願っている。 かし、広島大学文書館の現状も苦闘の連続である。そうである 故に、実践知が支配 アーカイブズの世界で、 「公文書館」の日常業務を遂行 、実践知を積み重ねるこもない者には、発言 慎重に行ってもらいた と思っている。
　
 　　
このような現実のなかで、一次選別ですらままならない国立公文書
館の「アーキビスト」による評価・選別が国家規模で可能と考えたこと自体が、致命的な問題であったと言わざるを得な 。
（
こいけ
　
せいいち
・広島大学大学院国際協力研究科）
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公文書等の管理に関する法律（平成21年７月１日法律第66号）修正案
現行 現行 修正案 理由
全体 歴史公文書 重要公文書 「歴史的」であることと、保存す
べき文書の価値については、同一
でないため。
全体 特定歴史公文書 特定重要公文書 同上。
第一章　総則
第一条（目的） この法律は、国及び独立行
政法人等の諸活動や歴史的
事実の記録である公文書等
が、健全な民主主義の根幹
を支える国民共有の知的資
源として、主権者である国
民が主体的に利用し得るも
のであることにかんがみ、
国民主権の理念にのっと
り、公文書等の管理に関す
る基本的事項を定めること
等により、行政文書等の適
正な管理、歴史公文書等の
適切な保存及び利用等を図
り、もって行政が適正かつ
効率的に運営されるように
するとともに、国及び独立
行政法人等の有するその諸
活動を現在及び将来の国民
に説明する責務が全うされ
るようにすることを目的と
する。
この法律は、国及び独立行
政法人等の諸活動や歴史的
事実の記録である公文書等
が、健全な民主主義の根幹
を支える国民共有の知的資
源として、主権者である国
民が主体的に利用し得るも
のであることにかんがみ、
国民主権の理念にのっと
り、公文書等の管理に関す
る基本的事項を定めること
等により、行政文書等の適
正な管理、重要公文書等の
適切な保存及び利用等を図
り、もって行政が適正かつ
効率的に運営されるように
するとともに、国及び独立
行政法人等の有するその諸
活動を現在及び将来の国民
に説明する責務が全うされ
るようにすることを目的と
する。
「歴史的」であることと、保存す
べき文書の価値については、同一
でないため。
第二条（組織） 加筆
以下、各条修正
記録管理局を設置する。記
録管理局は、内閣に対し独
立の地位を有する。
記録管理局法を新たに制定する。
第二三条（定義） 加筆 六　国家行政組織法第九条
により国の行政機関として
設置された地方支分部局
で、法律で定められたもの
七　会計検査院
八　記録管理局
事業の執行に関する資料及び地方
との関係を明らかにする公文書に
ついても収蔵する必要があるた
め。
第二三条第３項第２
号
二行政機関の施設及び独
立行政法人等の施設であっ
て、前号に掲げる施設に類
する機能を有するものとし
て政令で定めるもの
二 行政機関の施設であっ
て、前号に掲げる施設に類
する機能を有するものとし
て政令で定めるもの
外交、防衛、宮中、日銀等に関し
ては、別建てにすべきである。統
一的管理を推進するうえでは、個
別設置の方が合理的である。現在
の国立公文書館において内閣府行
政文書の移管・公開のみが進んで
いることでも理解できよう。
第二三条第３項第３
号
加筆 三　独立行政法人等の施設
であって、前号に掲げる施
設に類する機能を有するも
のとして政令で定めるもの
独立行政法人・国立大学法人等に
よる文書館等の施設を別建てとす
る。
第二三条第６項 この法律において「歴史公
文書等」とは、歴史資料と
して重要な公文書その他の
文書をいう。
この法律において「重要公
文書等」とは、国及び独立
行政法人等の有するその諸
活動を現在及び将来の国民
に説明する責務を全うする
に必要な公文書その他の文
書をいう。
第一条（目的）と連動させ、現在
の執務にも必要な資料であるた
め。
広島大学文書館紀要　第21号（2019年）
― 31―
第二三条第７項四　 法人その他の団体（国及び
独立行政法人等を除く。以
下「法人等」という。）又
は個人から国立公文書館等
に寄贈され、又は寄託され
たもの
法人その他の団体（国及び
独立行政法人等を除く。以
下「法人等」という。）等
から移管されたもの
国立公文書館等の機能を機関アー
カイブズとしての役割に専念させ
るため。
第三四条 公文書等の管理について
は、他の法律又はこれに基
づく命令に特別の定めがあ
る場合を除くほか、この法
律の定めるところによる。
公文書等の管理について
は、この法律の定めるとこ
ろによる。本法律のもとに
記録管理局法及び国立公文
書館法、公文書館法をおく。
公文書管理法のもとに、記録管理
局法、国立公文書館法、公文書館
法を置くため。
第二章　行政文書の管理
第一節　文書の作成
第四五条第１項 行政機関の職員は、第一条
の目的の達成に資するた
め、当該行政機関における
経緯も含めた意思決定に至
る過程並びに当該行政機関
の事務及び事業の実績を合
理的に跡付け、又は検証す
ることができるよう、処理
に係る事案が軽微なもので
ある場合を除き、次に掲げ
る事項その他の事項につい
て、文書を作成しなければ
ならない。
行政機関の職員は、第一条
の目的の達成に資するた
め、当該行政機関における
調査・経緯も含めた意思決
定に至る過程並びに当該行
政機関の事務、事業の執行
及び実績を合理的に跡付
け、又は検証することがで
きるよう、処理に係る事案
が軽微なものである場合を
除き、次に掲げる事項その
他の事項について、文書を
作成しなければならない。
日本の官僚組織は、企画・立案に
のみ特化した組織ではない。一大
調査機関であるとともに、監督官
庁としての機能も有している。そ
のため、この点を考慮し、文面を
書き改めた。
第四五条第１項第４
号
加筆 四　各種調査及び監督・検
査の結果、法令等の執行に
関する内容・結果及びその
経緯
同上
第四五条第５項 行政機関の長は、行政文書
ファイル及び単独で管理し
ている行政文書（以下「行
政文書ファイル等」とい
う。）について、保存期間（延
長された場合にあっては、
延長後の保存期間。以下同
じ。）の満了前のできる限
り早い時期に、保存期間が
満了したときの措置とし
て、歴史公文書等に該当す
るものにあっては政令で定
めるところにより国立公文
書館等への移管の措置を、
それ以外のものにあっては
廃棄の措置をとるべきこと
を定めなければならない。
行政機関の長は、行政文書
ファイル及び単独で管理し
ている行政文書（以下「行
政文書ファイル等」とい
う。）について、保存期間（延
長された場合にあっては、
延長後の保存期間。以下同
じ。）の満了前のできる限
り早い時期に、保存期間が
満了した行政文書ファイル
を記録管理局長官との共同
管理下に置かねばならな
い。重要公文書等に該当す
るものにあっては政令で定
めるところにより国立公文
書館等への移管の措置を、
それ以外のものにあっては
記録管理局長官の許可を経
て、廃棄の措置をとるべき
ことを定めなければならな
い。
廃棄権については、記録管理局の
権限とする。国立公文書館が国家
機関となった時、廃棄権について
は、国立公文書館長の権限とする。
旧第五条―七条は現行のまま
第八九条第１項 行政機関の長は、保存期間
が満了した行政文書ファイ
ル等について、第五条第五
項の規定による定めに基づ
き、国立公文書館等に移管
行政機関の長は、保存期間
が満了した行政文書ファイ
ル等について、第五条第五
項の規定による定めに基づ
き、記録管理局長官との共
同上
なお、別途制定する記録管理局法
において「長官」についは、会計
検査院事務総長と同様の指定職と
する。
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し、又は廃棄しなければな
らない。
同管理下に移したうえで、
国立公文書館等に移管し、
又は記録管理局長官の許可
を経て、廃棄しなければな
らない。
第八九条第２項 ２　行政機関（会計検査院
を除く。以下この項、第四
項、次条第三項、第十条第
三項、第三十条及び第
三十一条において同じ。）
の長は、前項の規定により、
保存期間が満了した行政文
書ファイル等を廃棄しよう
とするときは、あらかじめ、
内閣総理大臣に協議し、そ
の同意を得なければならな
い。この場合において、内
閣総理大臣の同意が得られ
ないときは、当該行政機関
の長は、当該行政文書ファ
イル等について、新たに保
存期間及び保存期間の満了
する日を設定しなければな
らない。
２　行政機関（会計検査院
を除く。以下この項、第四
項、次条第三項、第十条第
三項、第三十条及び第
三十一条において同じ。）
の長は、前項の規定により、
保存期間が満了した行政文
書ファイル等を廃棄しよう
とするときは、記録管理局
長官の許可を得なければな
らない。記録管理局長官の
許可が得られないときは、
当該行政機関の長は、当該
行政文書ファイル等につい
て、新たに保存期間及び保
存期間の満了する日を設定
しなければならない。
記録管理局による廃棄権確保のた
め
第八九条第３項
（移管又は廃棄）
３　行政機関の長は、第一
項の規定により国立公文書
館等に移管する行政文書
ファイル等について、第
十六条第一項第一号に掲げ
る場合に該当するものとし
て国立公文書館等において
利用の制限を行うことが適
切であると認める場合に
は、その旨の意見を付さな
ければならない。
３　行政機関の長は、第一
項の規定により国立公文書
館等に移管する行政文書
ファイル等について、第
十六条第一項第一号に掲げ
る場合に該当するものとし
て国立公文書館等において
利用の制限を行うことが適
切であると認める場合に
は、その旨の意見を付し、
記録管理局長官長の許可を
得なければならない。
記録管理局の設置に伴う。
第八九条第４項 内閣総理大臣は、行政文書
ファイル等について特に保
存の必要があると認める場
合には、当該行政文書ファ
イル等を保有する行政機関
の長に対し、当該行政文書
ファイル等について、廃棄
の措置をとらないように求
めることができる。
削除 廃棄については、記録管理局の同
意が必要であるため、本項目は不
要。
第九十条第１項
（管理状況の報告等）
行政機関の長は、行政文書
ファイル管理簿の記載状況
その他の行政文書の管理の
状況について、毎年度、内
閣総理大臣に報告しなけれ
ばならない。
行政機関の長は、行政文書
ファイル管理簿の記載状況
その他の行政文書の管理の
状況について、記録管理局
長官による監査を受けると
ともに、毎年度、記録管理
局長官に報告しなければな
らない。
記録管理局設置に伴う。記録管理
局の監査権。
第九十条第２項 ２　内閣総理大臣は、毎年
度、前項の報告を取りまと
め、その概要を公表しなけ
ればならない。
２　記録管理局長官は、毎
年度、前項の監査結果およ
び報告を取りまとめ、その
概要を公表する。
同上
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第九十条第３項 ３　内閣総理大臣は、第一
項に定めるもののほか、行
政文書の適正な管理を確保
するために必要があると認
める場合には、行政機関の
長に対し、行政文書の管理
について、その状況に関す
る報告若しくは資料の提出
を求め、又は当該職員に実
地調査をさせることができ
る。
３　記録管理局長官は、第
一項に定めるもののほか、
行政文書の適正な管理を確
保するために適宜、行政機
関の長に対し、行政文書の
管理について監査を行う。
記録管理局の監査権。
第九十条第４項 内閣総理大臣は、前項の場
合において歴史公文書等の
適切な移管を確保するため
に必要があると認めるとき
は、国立公文書館に、当該
報告若しくは資料の提出を
求めさせ、又は実地調査を
させることができる。
記録管理局長官は、前項の
場合において重要公文書等
の適切な移管を確保するた
め、国立公文書館等に、当
該報告若しくは資料の提出
を求め、又は実地調査を行
う。
記録管理局は、公文書統一的管理
にため、国立公文書館等について
も監査権を有する。
第三章　法人文書の管理
第十二三条第１項 独立行政法人等は、法人文
書ファイル管理簿の記載状
況その他の法人文書の管理
の状況について、毎年度、
内閣総理大臣に報告しなけ
ればならない。
独立行政法人等は、法人文
書ファイル管理簿の記載状
況その他の法人文書の管理
の状況について、記録管理
局長官による監査を受ける
とともに、毎年度、記録管
理局長官に報告しなければ
ならない。
記録管理局設置に伴う。記録管理
局の監査権。
第十二三条第２項 ２　内閣総理大臣は、毎年
度、前項の報告を取りまと
め、その概要を公表しなけ
ればならない。
２　記録管理局長官は、毎
年度、前項の監査結果およ
び報告を取りまとめ、その
概要を公表する。
第四章　歴史公文書等の保存、利用等
第十四五条第２項・
第３項（行政機関以
外の国の機関が保有
する歴史公文書等の
保存及び移管）
２内閣総理大臣は、前項
の協議による定めに基づ
き、歴史公文書等について、
国立公文書館において保存
する必要があると認める場
合には、当該歴史公文書等
を保有する国の機関との合
意により、その移管を受け
ることができる。
３前項の場合において、
必要があると認めるとき
は、内閣総理大臣は、あら
かじめ、国立公文書館の意
見を聴くことができる。
２ 記録管理局長官は、重
要公文書等について、国立
公文書館等において保存す
る必要があると認める場合
には、当該重要公文書等を
保有する国の機関より、そ
の移管を行う。
３前項の場合において、
必要があると認めるとき
は、記録管理局長官は、あ
らかじめ、国立公文書館等
の意見を聴くことができ
る。
地方支分部局において行政文書
ファイル等の移管を国立公文書館
等が移管をうける場合想定した
（第2項）。また、地方支分部局等
については国立公文書館等の意見
が重要であるとかんがえる（第3
項）。
第十五六条第２項
（特定歴史公文書等
の保存等）
国立公文書館等の長は、特
定歴史公文書等について、
その内容、保存状態、時の
経過、利用の状況等に応じ、
適切な保存及び利用を確保
するために必要な場所にお
いて、適切な記録媒体によ
り、識別を容易にするため
の措置を講じた上で保存し
なければならない。
国立公文書館等の長は、特
定重要公文書等について、
その内容、保存状態、時の
経過、利用の状況等に応じ、
適切な保存及び利用を確保
するために必要な場所にお
いて、適切な記録媒体によ
り、識別を容易にするため
の措置を講じた上で保存し
なければならない。
煩雑な内容であるため。ガイドラ
インとの重複をさける。なお、本
第十五条を含め、国立公文書館に
関する条項は、国立公文書館法を
改正し、そちらに移す。本条では、
公文書館の設置を義務付けるもの
とすべきであろう。国立公文書館
設置の根拠とし、その下位法とし
て国立公文書館法を当該条文等と
ともに再整理すべきである。
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特定歴史公文書
第十五六条第４項 国立公文書館等の長は、政
令で定めるところにより、
特定歴史公文書等の分類、
名称、移管又は寄贈若しく
は寄託をした者の名称又は
氏名、移管又は寄贈若しく
は寄託を受けた時期及び保
存場所その他の特定歴史公
文書等の適切な保存を行
い、及び適切な利用に資す
るために必要な事項を記載
した目録を作成し、公表し
なければならない。
削除 国立公文書館等は、機関アーカイ
ブズとして移管される重要公文書
のみを扱うこととする。寄贈・寄
託については、法第二条第4項三
でいうところの「歴史的もしくは
文化的な資料又は学術研究用の資
料として特別の管理」をすること
として、別置する。その意味で、
国立公文書館内閣文庫も、この法
第二三条第4項三の対象とする。
第十六七条各項（特
定歴史公文書等の利
用請求及びその取扱
い）
特定歴史公文書
以下、各条
特定重要公文書
以下、各条
特に、本条以降、第二十四（十五）
条までは、国立公文書館法（新）
で十分な内容であり、上位法であ
る公文書管理法には、なじまない。
第十六七条第１項第
４号
四当該特定歴史公文書等
がその全部又は一部を一定
の期間公にしないことを条
件に法人等又は個人から寄
贈され、又は寄託されたも
のであって、当該期間が経
過していない場合
削除 同上
第十六七条第２項 国立公文書館等の長は、
前項に規定する利用の請求
（以下「利用請求」という。）
に係る特定歴史公文書等が
同項第一号又は第二号に該
当するか否かについて判断
するに当たっては、当該特
定歴史公文書等が行政文書
又は法人文書として作成又
は取得されてからの時の経
過を考慮するとともに、当
該特定歴史公文書等に第八
条第三項又は第十一条第五
項の規定による意見が付さ
れている場合には、当該意
見を参酌しなければならな
い。
国立公文書館等の長は、
前項に規定する利用の請求
（以下「利用請求」という。）
に係る特定重要公文書等が
同項第一号又は第二号に該
当するか否かについて判断
するに当たっては、当該特
定重要公文書等が行政文書
又は法人文書として作成又
は取得されてからの時の経
過・30年を原則としつつ、
当該特定重要公文書等に第
八条第三項又は第十一条第
五項の規定による意見が付
されている場合には、当該
意見を参酌しなければなら
ない。
30年原則を事実上明記する。本条
も国立公文書館法（新）に移行。
なお、30年原則については、公文
書館法（新）にも明記する。
第十九二十条第１項 国立公文書館等の長が特定
歴史公文書等を利用させる
場合には、文書又は図画に
ついては閲覧又は写しの交
付の方法により、電磁的記
録についてはその種別、情
報化の進展状況等を勘案し
て政令で定める方法により
行う。ただし、閲覧の方法
により特定歴史公文書等を
利用させる場合にあって
は、当該特定歴史公文書等
の保存に支障を生ずるおそ
れがあると認めるときその
他正当な理由があるときに
限り、その写しを閲覧させ
国立公文書館等の長が特定
重要公文書等を利用させる
場合には、文書又は図画に
ついては閲覧又は写しの交
付の方法により、電磁的記
録についてはその種別、情
報化の進展状況等を勘案し
て政令で定める方法により
行う。ただし、閲覧の方法
により特定重要公文書等を
利用させる場合にあって
は、当該特定重要公文書等
の保存に支障を生ずるおそ
れがあると認めるときその
他正当な理由があるときに
限り、その写しを閲覧させ
写の交付等については、各国立公
文書館等の自由裁量権の範囲であ
るため。些末な内容であり、公文
書管理法になじまない。
る方法により、これを利用
させることができる。
る方法により、これを利用
させることができる。
第二十二十一条第１
項
写しの交付により特定歴史
公文書等を利用する者は、
政令で定めるところによ
り、手数料を納めなければ
ならない。
写しの交付により特定重要
公文書等を利用する者は、
政令で定めるところによ
り、手数料を納めなければ
ならない。
手数料等については、各国立公文
書館等の自由裁量権の範囲である
ため。些末な内容であり、国立公
文書館法（新）に移す。
第二十二十一条第２
項
前項の手数料の額は、実費
の範囲内において、できる
限り利用しやすい額とする
よう配慮して、国立公文書
館等の長が定めるものとす
る。
前項の手数料の額は、実費
の範囲内において、できる
限り利用しやすい額とする
よう配慮して、国立公文書
館等の長が定めるものとす
る。
手数料等は、国立公文書館等の裁
量権の範囲である。また、このよ
うな条文は、公文書管理法には不
適当である。
第二十三四条 国立公文書館等の長は、特
定歴史公文書等（第十六条
の規定により利用させるこ
とができるものに限る。）
について、展示その他の方
法により積極的に一般の利
用に供するよう努めなけれ
ばならない。
国立公文書館等の長は、特
定重要公文書等（第十六条
の規定により利用させるこ
とができるものに限る。）
について、展示その他の方
法により積極的に一般の利
用に供するよう努めなけれ
ばならない。
国立公文書館等にとっては、重要
公文書の保存、公開が本義であり、
利用促進は、第二義的なものであ
るため。本条も単なる努力規定で
あり、国立公文書館法（新）に移
す。
第二十三四条 特定歴史公文書等を移管し
た行政機関の長又は独立行
政法人等が国立公文書館等
の長に対してそれぞれその
所掌事務又は業務を遂行す
るために必要であるとして
当該特定歴史公文書等につ
いて利用請求をした場合に
は、第十六条第一項第一号
又は第二号の規定は、適用
しない。
特定重要公文書等を移管し
た行政機関の長又は独立行
政法人等が国立公文書館等
の長に対してそれぞれその
所掌事務又は業務を遂行す
るために必要であるとして
当該特定重要公文書等につ
いて利用請求をした場合に
は、早急に対応しなければ
ならない。なお、その利用
に供するに第十六条第一項
第一号又は第二号の規定
は、適用しない。
行政利用の促進を図るため。
第五章　記録管理委員会公文書管理委員会 公文書管理委員会に代えて、作成
段階からの現用記録管理を重視す
るため記録管理委員会を設置す
る。
第二十八条第１項 内閣府に、公文書管理委員
会（以下「委員会」という。）
を置く。
記録管理局に、記録管理委
員会（以下「委員会」とい
う。）を置く。
第二十九条　 内閣総理大臣は、次に掲げ
る場合には、委員会に諮問
しなければならない。
一第二条第一項第四号若
しくは第五号、第三項第二
号、第四項第三号若しく第
五項第三号若しくは第四
号、第五条第一項若しくは
第三項から第五項まで、第
七条、第十条第二項第七号、
第十一条第二項から第四項
まで、第十五条第四項、第
十七条、第十八条第一項か
ら第三項まで、第十九条又
は第二十条第一項の政令の
制定又は改廃の立案をしよ
記録管理局長官は、次に掲
げる場合には、委員会に諮
問しなければならない。
一第三条第一項第四号若
しくは第五号、第三項第一
号若しくは第二号、第四項
第三号若しく第五項第三号
若しくは第四号、第六条第
一項若しくは第三項から第
五項まで、第八条、第十一
条第二項第七号、第十二条
第二項から第四項まで、第
十六条第四項、第十八条、
第十九条第一項から第三項
まで、 第 二 十 条又は第
二十一条第一項の政令の制
「国立公文書館の設置する公文書
館」、分館は、地方支分部局にと
もない設置するに際しては、審議
対象とする。第十九条、第二十条
は、国立公文書館等において自由
裁量で行うため、削除する。第
三十一条については、後述。
また、第十八条第一項から第三項、
第十九条、第二十条についても、
　国立公文書館法の改正に際し
て、移す。また、第二十一条も利
用審査請求については、国立公文
書館法の改正と、これと並行する
評価委員会の設置とともに、同評
価委員会の業務に移す。
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る方法により、これを利用
させることができる。
る方法により、これを利用
させることができる。
第二十二十一条第１
項
写しの交付により特定歴史
公文書等を利用する者は、
政令で定めるところによ
り、手数料を納めなければ
ならない。
写しの交付により特定重要
公文書等を利用する者は、
政令で定めるところによ
り、手数料を納めなければ
ならない。
手数料等については、各国立公文
書館等の自由裁量権の範囲である
ため。些末な内容であり、国立公
文書館法（新）に移す。
第二十二十一条第２
項
前項の手数料の額は、実費
の範囲内において、できる
限り利用しやすい額とする
よう配慮して、国立公文書
館等の長が定めるものとす
る。
前項の手数料の額は、実費
の範囲内において、できる
限り利用しやすい額とする
よう配慮して、国立公文書
館等の長が定めるものとす
る。
手数料等は、国立公文書館等の裁
量権の範囲である。また、このよ
うな条文は、公文書管理法には不
適当である。
第二十三四条 国立公文書館等の長は、特
定歴史公文書等（第十六条
の規定により利用させるこ
とができるものに限る。）
について、展示その他の方
法により積極的に一般の利
用に供するよう努めなけれ
ばならない。
国立公文書館等の長は、特
定重要公文書等（第十六条
の規定により利用させるこ
とができるものに限る。）
について、展示その他の方
法により積極的に一般の利
用に供するよう努めなけれ
ばならない。
国立公文書館等にとっては、重要
公文書の保存、公開が本義であり、
利用促進は、第二義的なものであ
るため。本条も単なる努力規定で
あり、国立公文書館法（新）に移
す。
第二十三四条 特定歴史公文書等を移管し
た行政機関の長又は独立行
政法人等が国立公文書館等
の長に対してそれぞれその
所掌事務又は業務を遂行す
るために必要であるとして
当該特定歴史公文書等につ
いて利用請求をした場合に
は、第十六条第一項第一号
又は第二号の規定は、適用
しない。
特定重要公文書等を移管し
た行政機関の長又は独立行
政法人等が国立公文書館等
の長に対してそれぞれその
所掌事務又は業務を遂行す
るために必要であるとして
当該特定重要公文書等につ
いて利用請求をした場合に
は、早急に対応しなければ
ならない。なお、その利用
に供するに第十六条第一項
第一号又は第二号の規定
は、適用しない。
行政利用の促進を図るため。
第五章　記録管理委員会公文書管理委員会 公文書管理委員会に代えて、作成
段階からの現用記録管理を重視す
るため記録管理委員会を設置す
る。
第二十八条第１項 内閣府に、公文書管理委員
会（以下「委員会」という。）
を置く。
記録管理局に、記録管理委
員会（以下「委員会」とい
う。）を置く。
第二十九条　 内閣総理大臣は、次に掲げ
る場合には、委員会に諮問
しなければならない。
一第二条第一項第四号若
しくは第五号、第三項第二
号、第四項第三号若しく第
五項第三号若しくは第四
号、第五条第一項若しくは
第三項から第五項まで、第
七条、第十条第二項第七号、
第十一条第二項から第四項
まで、第十五条第四項、第
十七条、第十八条第一項か
ら第三項まで、第十九条又
は第二十条第一項の政令の
制定又は改廃の立案をしよ
記録管理局長官は、次に掲
げる場合には、委員会に諮
問しなければならない。
一第三条第一項第四号若
しくは第五号、第三項第一
号若しくは第二号、第四項
第三号若しく第五項第三号
若しくは第四号、第六条第
一項若しくは第三項から第
五項まで、第八条、第十一
条第二項第七号、第十二条
第二項から第四項まで、第
十六条第四項、第十八条、
第十九条第一項から第三項
まで、 第 二 十 条又は第
二十一条第一項の政令の制
「国立公文書館の設置する公文書
館」、分館は、地方支分部局にと
もない設置するに際しては、審議
対象とする。第十九条、第二十条
は、国立公文書館等において自由
裁量で行うため、削除する。第
三十一条については、後述。
また、第十八条第一項から第三項、
第十九条、第二十条についても、
　国立公文書館法の改正に際し
て、移す。また、第二十一条も利
用審査請求については、国立公文
書館法の改正と、これと並行する
評価委員会の設置とともに、同評
価委員会の業務に移す。
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うとするとき。
二 第 十 条 第 三 項、 第
二十五条又は第二十七条第
三項の規定による同意をし
ようとするとき。
三第三十一条の規定によ
る勧告をしようとすると
き。
定又は改廃の立案をしよう
とするとき。
二 第十 一条第三項、第
二十六条又は第二十八条第
三項の規定による同意をし
ようとするとき。
三 第三十二条の規定によ
る勧告をしようとすると
き。
第三十一条 内閣総理大臣は、この法律
を実施するため特に必要が
あると認める場合には、行
政機関の長に対し、公文書
等の管理について改善すべ
き旨の勧告をし、当該勧告
の結果とられた措置につい
て報告を求めることができ
る。
記録管理局長官は、この法
律を実施するため必要があ
ると認める場合には、行政
機関の長に対し、公文書等
の管理について改善すべき
旨の命令をし、当該命令の
結果とられた措置について
報告しなければならない。
記録管理局に公文書管理に関する
監察権を付与する。
第三十二条第２項 国立公文書館は、行政機関
及び独立行政法人等の職員
に対し、歴史公文書等の適
切な保存及び移管を確保す
るために必要な知識及び技
能を習得させ、及び向上さ
せるために必要な研修を行
うものとする。
国立公文書館等は、行政機
関及び独立行政法人等の職
員に対し、重要公文書等の
適切な保存及び移管を確保
するために必要な知識及び
技能を習得させ、及び向上
させるために必要な研修を
行うものとする。
研修については、国立公文書館等
においても実態上、行っているた
め。なお、記録管理局記録管理官
の養成については、記録管理局法
において制定する。本条も、国立
公文書館法（新）に移す。
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Abstract
　　Themosteffectiveandefficientformofadministrativedocumentmanagementforthe
operationoftheadministrationiscurrentlyunclear.Inthecurrentstudy,thereformplansof
therulingpartyandtheoppositionpartybillwereanalyzed.Inadditionthediscussionofthe
officialdocumentmanagementcommitteewasanalyzed,andthefundamentalproblemswere
clarified.Finally,areviseddraftwasproduced.
